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第１０回大阪府市統合本部会議 

                         

 

 

１ 開催日時 

  平成24年5月8日（火） 15:35～17:35 

 

２ 場所 

  大阪府咲洲庁舎２階 咲洲ホール 

 

３ 出席者（名簿順） 

  松井大阪府知事、橋下大阪市長、小河大阪府副知事、田中大阪市副市長、山口大阪府市統合本部事

務局長、京極大阪府市統合本部事務局次長、  

上山特別顧問、余語特別顧問、太田特別参与、 

堀大阪市都市制度改革室府市再編担当部長、 

岡橋大阪市交通局経営企画担当部長、藤本大阪市交通局長、 

吉備大阪府都市整備部交通道路室都市交通課長 

 

４ 議事概要 

 

（山口事務局長） 

 それでは、ただいまから、第１０回大阪府市統合本部会議を開催させていただ

きたいと思います。 

 まず、本日の会議に御出席いただいておりますＢ＆Ｃｏｍｐａｎｙの代表取締

役の太田薫正特別参与を御紹介差し上げます。よろしくお願いします。 

 済みません、その他の先生方は時間の関係の都合からお手元の出席者名簿へか

えさせていただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、これ毎回お願いしておりますけれども、この会議はインターネット

で生中継しておりますので、御発言の際は、申しわけありませんが、お手元のハ

ンドマイクで御発言をいただきますように、よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速議事に入らせていただきます。 

 本日の議題ですけれども、お手元の次第のとおり、協議事項１件、報告事項１

件ということになっております。できれば時間のほうは１７時半には必ず終わっ

ていきたいというふうに思っておりますので、御協力よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず最初に協議事項といたしまして、いわゆる経営形態の見直し項

目ということのＡ項目の中で、本日は地下鉄について協議をさしていただきたい

というふうに思います。 

 まず、ＰＴのリーダーのほうから検討状況などを説明していただいた後、意見

交換をさせていただきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いし
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ます。 

 まず、地下鉄について、リーダーである大阪市都市制度改革室の堀府市再編担

当部長のほうから、御説明よろしくお願いいたします。 

 

（堀大阪市都市制度改革室府市再編担当部長） 

 府市再編担当をしております堀でございます。 

 それでは、私のほうからお手元の「地下鉄事業について、（中間報告）」でご

ざいますが、その資料に添いまして、概要を説明させていただきたいと思います。 

 地下鉄のＰＴにつきましては、２月の中旬にＰＴの立ち上げ以降、その表紙に

書いております３名のアドバイザーの助言を得ながら、このほか１１名の特別参

与、私鉄のエキスパートの協力を得ながら、検討を進めております。この間の検

討状況の報告ということでございます。 

 ページをめくっていただきまして、目次の中で大きく六つのパートに分かれて

いますけれども、１から各論に入ります前まであたりを私のほうで、まず、とり

あえずざっと概要を説明させていただきまして、後、細かな各論の内容につきま

しては、サブリーダーの交通局、岡橋部長からの説明を交えながら進めさせてい

ただきたいと思います。 

 まず、３ページ目、地下鉄事業の現状ということでございますが、路線図を掲

載させていただいております。市営地下鉄事業と申しますのは、地下鉄と御承知

のようにニュートラム合わせて、約１４０キロ、営業キロとなっておりまして、

１日平均に直しますと２３０万人運んでおりまして、約４億円の運輸収入を上げ

ているという事業でございまして、全国の公営地下鉄事業者中では、最大級の事

業規模となってございます。 

 めくっていただきまして、４ページになりますが、この間の事業の変遷を図表

化してございます。おわかりのように、１９９０年ごろまでは順調に右肩、ほぼ

右肩上がりで営業キロ、乗車人員を伸ばしてまいりました。ただそれ以降、人口

減少など社会経済情勢の変化によりまして、営業のキロ数も増加にもかかわらず、

乗車人員は減少しているということでございます。こういった傾向は地下鉄に限

らず、一般的な傾向として見られるわけですけども、事業の持続可能性に対する

リスクであると、私どもは認識しているところでございます。 

 ５ページ目は、最大級というところをいろいろな局面から他社と比較したもの

でございます。 

 １つ飛んで７ページにいっていただきまして、今、申し上げましたように、乗

客数の伸び悩みということで、運賃収入のほうも徐々に減ってきておるという中

で、交通局としましても経営健全化計画に取り組んでまいりました結果、職員数

の削減ですとか、効率化によりまして、このグラフでいいますと、左右のグラフ、

左から三つ目、０３と、２００３年度のが一つの分岐点なってございますが、そ

の３年度以降、単年度黒字を確保している状況にございます。 

 ８ページのほうにお示ししておりますが、２００２年度に２，９３３億円と、

約３，０００億円近くもありました累積欠損金につきまして、２０１０年度の決
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算におきましては、これは全国の公営地下鉄で初めてということで、累積欠損金

を解消したという状況になります。ここまでご覧いただきますとそこそこの潜在

力というか、を持った事業体であることがおわかりいただけると思います。 

 あわせまして、９ページのほうですけども、地下鉄事業というのは御承知のと

おり、地下トンネルの比率が高こうございますので、建設コストが高くつくと、

その費用を賄うために、多額の企業債を発行いたしておりまして、９６年ごろで

すか、８，４００億円近くありました企業債残高ですけども、これも最近になり

まして、１０年度では６，５００億円程度まで減ってきているという状況です。

だんだん収支状況はよくなってございます。 

 ちょっと民鉄事業者との財務比較ということで、１０ページに掲載しておりま

すが、大阪市の場合、まだ公営企業ベース、会計ベースということもございます

し、民間鉄道事業者の場合も連結決算ベースなので、単純な比較にはならないの

ですけれども、ざくっと見ていただきますと、３段目、左の３段目、ＥＢＩＴＤ

Ａと書いてますが、いわゆるフリーキャッシュフローに近い概念ですね、営業利

益と減価償却費を足した自由に使えるお金という感じですけども、その何倍の有

利子負債を抱えているかという比率で見ますと、大阪市の場合は８．６と、先に、

２００４年でしたか、民営化しました東京メトロなどと比較しますと、まだまだ

有利子負債の比率は高いという状況が見てとれると思います。 

 １１ページ目でございますけども、市営地下鉄事業の生産性の他都市比較でご

ざいまして、上の段、左側にございます。運輸収入という比率ですね、色がつい

てる部分、他都市と比較していただきますと、相対的に運輸収入が多いというこ

とが見てとれると思います。一方、下の段になりますが、営業キロあたりの職員

数ということにつきましては、多くなっているということで、この辺がまだまだ

改善の余地というか、見直しの余地があるのではないかという点でございます。 

 それ以降、１２ページから１５ページまでは、ちょっとテーマ変わるのですが、

組織部にかかわる事項になってございまして、安全性の問題でございます。御承

知のとおり、２年前、長堀鶴見緑地線の重大インシデント、あるいはこの２月に

起こりました梅田駅構内火災など、そういった事案を通じまして、安全の確保に

かかわります課題の掘り下げが必要ではないかという問題意識でございます。 

 ずっとめくっていただきまして、１６ページ、今、述べてまいりました内容を

整理したものでございます。ここに書いておるのを要約しますと、乗車人員は漸

減傾向が続いておると、その中で、今後の施設等の更新投資費用等を考慮しまし

たら、高コストな体質というのの改善とか、幾つか課題ございますが、市営地下

鉄事業が持ってますポテンシャルですね、フルに発揮させますと事業の自立化が

図れるですとか、あるいは都市の成長戦略への貢献が期待できる。そういった時

期、段階に到達していると、評価できると考えております。 

 １７ページのほうに、この間、私どもが地下鉄ＰＴとして作業をやってまいり

ましたその基本方針を整理させていただいております。３点ございますが、持続

可能な交通機能の確保、あるいは都市の成長戦略への貢献、府市の財政再建とい

うことでございます。３点目はちょっと前段で触れておりませんでしたけども、
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若干、補足させていただきますと、黒字化を達成した、累積欠損金を解消したと

いいましても、やはり２０１０年度でいきますと、約１００億円の一般会計から

の補助金が入っていると。今では補助金なしでも、黒字化はしておりますけれど

も、やっぱりそういう財政的な関与があるということで、それがなくなればほか

の有効活用ができるというそういった面もあるのじゃないかという視点でござい

ます。成長戦略を追求するという観点から申しますと、将来的には市域外への展

開ですとか、シナジー効果が期待される関連事業分野への連携、それも視野に入

れながら、この事業の可能性を追求していきたいと考えております。これから、

６月の末に向けましての私どもＰＴの作業としましては、なぜ民営化しなければ

いけないかとか、改善するとどこまでコストが下がる、どういうところに投資の

可能性があって、成長戦略としてはどこまでいけるのかと、たらればの世界もご

ざいますが、そういったシミュレーションを通じて、さまざまな可能性、選択肢

を見える化していきたいと考えておるところでございます。 

 以下、１８ページのところで、ＡからＦということで、これは３月２９日の中

間論点整理のときにお示ししたＰＴにおけます検討チームの課題を列挙したもの

でありますが、その各論の作業状況につきまして、ＡＢＣのあたりにつきまして

は、交通局のほうから説明をさせていただきたいと思います。 

 

（岡橋大阪市交通局経営企画担当部長） 

 それでは、説明をさせていただきます。サブリーダーの岡橋でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

 １９ページをご覧いただきますと、まず、各論としてＡということで、料金施

策がございます。この料金施策につきましては、昨年の１２月、本市の戦略会議

におきまして、料金値下げの方向性ということで交通局から御提示を差し上げた

内容でございます。 

 目的としましては、都市経営の観点から地下鉄料金のあり方を見直し、都市の

魅力を向上させた上で、関西圏における経済活動の活性化に寄与するということ

で、シミュレーションという形ではございますけれども、三つのパターンをお示

しをさせていただいております。 

 これに対しまして、この間、ＰＴのほうで検討を重ねましたが、その内容につ

きましては、次の２０ページをご覧いただきたいと思います。 

 ＰＴで、これに対して考慮すべき検討事項ということで４点掲げてございます。

まず、１点目でございますけれども、料金値下げの収支への影響ということで、

初乗りを１８０円、さらに区割り変更ということで、最も減収幅の軽微なシミュ

レーションの３でも約６０億円の収支減収の影響がございます。 

 それと、２点目でございますけれども、料金改定等に伴いまして、その都度機

器の改修というものが生じてまいります。これは、交通局だけではございません

で、そこの利用をしております他社さんですとか、連絡運輸で結ばれております

他の民間鉄道事業者様と、事務調整や機器の改修が必要となります。これに約一

年から一年半。そして、料金値下げ、あるいは消費税の改定といったこと、それ
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からまた敬老パス制度を変更といった料金にまつわるさまざまな改定が起こるた

びに、私鉄各社においても同様の機器の改修が生じるということで、できればこ

ういうことを合わせて、同時に実施したほうが望ましいのではないかという検討

内容でございます。 

 さらに、敬老パスの影響といたしまして、上限制、あるいは有料化といった施

策が、現在、検討されておりますけれども、やはりこれについては、市営交通事

業、地下鉄にも一定のレベルで逸走が考えられますということで、こうしたこと

を総合的に勘案いたしますと、６月に向けて地下鉄ＰＴで減収に対するコスト削

減等の合理的な対応の可能性の検証を進め、総合的に判断したいというふうに判

断をいたしております。 

 それから、続きまして、次に検討項目Ｂ、コスト削減、利便性の向上でござい

ます。 

 ２１ページをご覧いただきたいと思います。 

 これにつきましては、株式会社スルッとＫＡＮＳＡＩの横江副社長と、南海電

気鉄道株式会社の和田事業戦略部長様が、主担、副担となって、これまで検討を

進めてきていただいております。 

 さらに、関西５私鉄からお集まりいただいた皆さんに、運輸、電気、車両、工

務といった分野別に分かれたワーキングによる検討体制で、これまで検討を進め

てきていただいておりまして、地下鉄事業について、分野ごとに業務の調査、分

析を行った上で、コスト削減ですとか、利便性の向上について民間経営の視点で

改善点の発見や、改善方策の検討を提言していただくということで進めさせてい

ただいております。 

 まず、その取り組みの一番初めが、総務部分でございまして、各ワーキングの

中から共通項目を検討し、さらに一般管理部門に関する項目を検討した上で、運

輸、電気、車両、工務といった各分野ごとの個別課題に割り振っていくというふ

うな手法を取らせていただいております。 

 まず、総務ワーキングの詳細について御説明を差し上げたいと思います。２２

ページをご覧いただきたいと思います。 

 ２２ページ、総務ワーキングでは、以下の検討を実施してございます。 

 １点目は、各ワーキングに共通する課題。そして、各分野に特化できない一般

管理部門の課題ということで、先ほど申し上げました横江様と和田様のほうで、

検討経過にございますように、２月２１日から数次にわたってヒアリング、事業

分析を行ってきてございます。この総務ワーキングで検討している中身と、改善

方策につきましては、その次の２３ページにございます。 

 まず、共通事項として、検討する項目として大きく上げられましたのが、契約

に関する事項。そして、中段の人事に関する事項。そして、下段にございます組

織のあり方についての事項でございます。 

 契約につきましては、個別の発注が非常に多く、コスト高になっているですと

か、人事につきましては、この間、しばらくの採用停止がございましたので、人

事構成がいびつになっており、特に技術分野で技術継承ができていないですとか。
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組織のあり方につきましては、鉄道事業者として最適と考えられる人事配置がで

きていないんではないかというふうな問題意識のもとに、これまでさまざまな改

善方策が検討されてきてございます。 

 改善方策につきましては、右に書いてございますような中身でございますけれ

ども、これにつきましては現在検討中ということで、改めて御報告をさせていた

だく機会がございますので、そのときに改めさせていただきたいと思いますが、

表記の内容で、現在、方策を深掘りしておるというところでございます。 

 続きまして、２４ページをご覧いただきたいと思います。 

 総務ワーキングの中でも、これは一般管理部門に該当する部分でございまして、

ワーキング名称、総務ワーキングの一般管理部門ということで、検討項目として

ご覧のような内容が検討されてございます。 

 例えば、１点目、組織内部のマネジメント方向としては、管理会計的な手法に

よって、収支をマネジメントするような事業運営ができていないですとか、投資

に関するコスト意識をもう少し持つ必要があるのではないかといった、こういう

問題意識というか、検討項目が現在、改善方策の俎上に上がってございます。 

 それと、当然、公営企業でございますので、言わずもがなでございますが、議

会との意思疎通や政策の形成に非常に時間をとられるということを指摘していた

だいております。 

 それからあと、附帯関連事業等のあり方で、鉄道事業を核とした戦略的な事業

のあり方の検討が必要ではないか。とりわけ駅の強みを生かし、駅ナカの強化を

図る必要があるのではないかというふうな課題意識で、現在、改善方策が検討さ

れてございます。 

 そして、最後に企業風土、組織風土の改善。こういったことも新たに取り組む

必要があるというふうなことで、現在、検討を進めていただいております。 

 その次の２５ページでございますけれども、２５ページは、現在の交通局の組

織・体制の概要ということで、地下鉄事業にかかわるスタッフとその職制並びに、

配置されておる人員をここに掲げてございます。本局と運輸部門、保守・技術部

門に大きく分かれまして、一日二百数十万人の市民、利用者の皆様の足を確保し

ておるということで、事業運営をしてございます。 

 その次の２６ページでございますけれども、とりわけ地下鉄事業におきまして、

中核となるセクションが、鉄道事業本部でございます。鉄道事業本部の組織・体

制を、この２６ページで表記をさせていただいてございまして、事業本部、運輸

関係、工務関係、電気関係、車両関係の各部からなってございます。 

 そして、２７ページが、それぞれの運輸関係、運輸部、電気部、車両部、そし

て工務部の職制でございますが、交通局の本局に鉄道事業本部のもとに、スタッ

フ制として、運輸部、電気部、車両部、工務部、これがございます。そして、そ

の各部のラインとして、そのさらに中段から下でございますけれども、輸送指令

所、それから乗務所が９カ所、管区駅が１２カ所、運輸事務所が１カ所、さらに

技術部門といたしましては、電気管理事務所、車両管理事務所が２カ所、工務管

理事務所、改良工事事務所と、こういう体制で業務を行っておるところでござい
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ます。 

 続きまして、２８ページをご覧いただきたいと思います。 

 ここからは、各部門ごとのワーキングでの検討内容についてお示しをさせてい

ただいておりまして、運輸ワーキングでは、京阪電気鉄道株式会社様から２名お

越しいただきまして、検討経過のような形で、２月の中旬以降、これまでさまざ

まなヒアリング、事業分析をちょうだいしてきております。 

 ２９ページは、運輸ワーキングの中で、現在、検討項目として取り上げておる

課題を抽出をさせていただいております。 

 １点目が、組織の肥大化、業務効率低下の抑制ということで、既に２６ページ、

２７ページでもご覧いただきましたように、非常に大きい組織を抱えてございま

す。本局におきましても、非常に大きいスタッフを抱えておりますので、これを

いわゆるスタッフライン制からグループ制に移行させることで、より効率的な事

業運営ができるのではないかというふうな改善方策で、現在、検討していただい

ております。 

 また、他社局との比較でいいますと、非常に部門によっては、コストのかかる

セクションがありますので、そういったところを細かく抽出して見直しをしてい

くべきではないかというふうな提言をいただいております。 

 それから、職員の配置につきましても、お客様の多い少ないということに関係

なく、要員が配置されている事実がございますので、この辺も是正していくべき

ではないかというふうな提言をいただいて、改善方策が現在、検討されておりま

す。 

 続きまして、３０ページをご覧いただきたいと思います。 

 こちらでは、電気部門のワーキングについて、検討状況をお示しをさせていた

だいております。 

 電気部門のワーキングでは、阪神電気鉄道株式会社様のほうからお二人お越し

いただいて、以下のとおり、検討を進めてまいっております。 

 検討内容につきましては、３１ページでございます。 

 これは、お手元の別冊の資料もまた後ほど御確認いただければと思いますけれ

ども、別冊の資料の３１ページに、電気部門の職制がございますけれども、保守

区の数が非常に多いのと、東部、南部、北部、それから中量、これはニュートラ

ムでございますけれども、ニュートラムの保安というふうに、四つの管区に分か

れて、その中に、さらに電力区という強電の３区、さらに保安情報区という弱電

の３区という、計６区があって、非常に細かな網の目で鉄道路線網をメンテナン

スしておるのですけれども、やはりこういう大きな網の中に、非効率が存在して

いるのではないかというふうな形で、現在、業務のほうの内容見直しをして、検

討していっていただいております。 

 それとまた、夜間の保守体制、これにつきましても、出動回数があるかないか

にかかわらず、張り付きがあるということに対して、やはり効率的な見直しを行

うべきではないかといったような提言をちょうだいいたしております。 

 それから、地下鉄であるために、地下鉄であるといいますか、公営事業者でご
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ざいますので、非常に機器の発注、あまねくさまざまなメーカー様のほうから調

達する必要があるということで、どうしても設備についてはメーカー数が大きく

なるということで、非常にこういったことが非効率につながる可能性があるとい

うことでございます。 

 例えば、部品のメンテナンスをするために、機器のメンテナンスをするための

部品も、各社ごとにそろえなければならないといった、そういう非効率が発生し

ているのではないかというふうな観点から、分析をちょうだいいたしております。 

 次に、３２ページでございますけれども、こちらは車両ワーキングでございま

す。 

 これは、近畿日本鉄道株式会社様から３名の方にお越しいただいて、以下のと

おり、検討を進めてきてまいりました。 

 車両ワーキングでの中身につきましては、３３ページに記載をさせていただい

ておるとおりでございます。 

 地下鉄の本線に電車を送り出すために、本線に最寄りの車庫のほうから、係員

が電車の引き継ぎ点まで、電車を運んでくるわけですけれども、そのために車両

係員が終日張りつけになっていると、こういう体制を見直して、これは運輸の係

員がやることによって、人的な効率化が図れるのではないかといったような検討

が現在なされておるところでございます。 

 それと、下段にございますように、投資額と書いてございますけれども、やは

りこれも機器の中身が非常に各社、メーカー、複数社から調達しておりますので、

予備品が多いですとか。それとまた、更新周期につきましては、民間鉄道様の更

新周期と、やはり異なる点があるということで、この辺の改善方策を現在、検討

していただいております。 

 そして、３４ページでございますけれども、工務ワーキング。これにつきまし

ては、阪急電鉄株式会社様のほうからお二人お越しいただきまして、事業分析を

ちょうだいいたしております。 

 事業分析の中身につきましては、３５ページでございます。 

 まず、これも契約と関連する内容でございますけれども、いわゆる民間さんで

よくとられております随契という契約形態が、公営の場合非常に少なくなってお

りまして、広く業者を入札に参加させるために、一般競争入札なり、指名競争入

札というような形に入札しておりますけれども、やはり工事経験の少ない請負者

が入ってきて、その管理に非常に労力を来すというふうなことで、この辺は効率

化をするポイントではないかというふうに検討項目でちょうだいをいたしており

ます。 

 また、やはりこれも契約に関することでございますけれども、どうしても分割

して発注することが常になっておると。その分割発注に対応したような組織制度

になっておりますので、この辺を改めることで、より効率的な入札、工事発注に

関する設計業務なりの効率化が図れるのではないかというふうな御指摘がここに

掲げてございます。 

 それと、最下段の緊急体制の見直しについてでございますけれども、大阪市の
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場合ですと、緊急時の災害時の活動体制で、交通局の場合は、縦の南北軸の御堂

筋線と東西軸の中央線をまず速やかに復旧させて、起動させるというふうに役割

担っておりますので、それを行うために、かなり緊急時に対応できるような要員

を確保するというふうな考え方で、業務にあたっておりますので、その辺を見直

すことによって、要員の効率化を図れるのではないかというふうな、こういった

提言がございます。 

 こういった提言につきまして、次の３６ページをご覧いただきたいと思います

けれども、最終的には、現在、検討段階でございますので、検討の一部をお示し

をさせていただいたわけでございますけれども、整理のイメージといたしまして

は、３６ページに掲げておりますような形で、それぞれ、まず公営のままででき

ることについて、コストの削減、人件費でどういうことができる、経費では、あ

るいは投資についてといったような形で、現行の交通局の業務基準では、どの程

度できる、それを新たに前提条件を変えることで、どの程度までコストの削減、

効率化が図れるか。そして、民営化すれば、さらにそれがどういうことができる

かというふうな形で、整理をしていっていただけるということでございます。 

 また、それと合わせまして、顧客の利便性や快適性の向上、あるいは安全確保

についての提言といったことも、盛り込んでいっていただけるということで、現

在、検討が進められてございます。 

 以上が、Ｂチームのコスト削減、利便性向上の各論でございました。 

 次に、３７ページをご覧いただきたいと思います。 

 これは、財務、共通化ということでございますけれども、財務、共通化につき

ましては、現在、公営企業会計基準で、経理をしておりますけれども、これを民

間会計基準に置き換えるとどうなるかということで、これは過日、和田部長様と

横江副社長様が監査法人へヒアリングをされております。その結果がここに記載

をされてございます。 

 まず、公営企業会計と一般企業会計の違いといたしまして、勘定会計ではござ

いますけれども、公営企業の場合、複式簿記を採用してございます。ただＢ／Ｓ

上、補助金を明確に、これは税金で補助金をちょうだいしておりますので、明記

するような形で資産管理、財務執行管理がされておるという特徴がございます。 

 そして、特に、公営企業会計で特徴的にあらわれておるのが、１の（１）にご

ざいます資本の考え方でございますけれども、いわゆる固定資産を形成するのに

調達する資金、これ企業債を使って借り入れを行っておるのですけれども、一般

企業会計では、当然、これは負債に計上するところでございますが、公営企業会

計では、借入資本金ということで、資本として計上しておるという、こういう非

常に特徴的な違いがあるということが指摘をされてございます。 

 また、税金につきましては、当然、公営事業体でございますので、固定資産税

や法人税等の支払いが減免されておるというような指摘が、監査法人からござい

ました。 

 その次に、民営化の課題として、監査法人のほうから提言があった中身が以下

のとおりでございます。民営化促進のための制度改正ということで、これはまた
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後ほどにも出てきてまいりますが、企業債の取り扱いですとか、補助金の取り扱

い、そして、職員の身分の取り扱い、現在、これは公営企業法なり、公営企業会

計制度の中で、制度の枠組みの中で運用されておりますけれども、これを民営化

するということになりますと、全く新たなスキームで、この辺の取り扱いは必要

でありますので、これを制度改正、できれば法制度の改正によって解決をされれ

ばどうですかというふうな指摘がございましたが、そもそもこの点を明確にしな

ければならないのは、民営化会社で作成されます開始貸借対照表といったものが、

非常にこういう企業債ですとか、補助金の取り扱い等関連いたしますので、その

辺をどう処理するかが非常に課題になるというふうな御指摘がございました。ま

た、実務的な面では、新たに新会社に引き継ぐ資産の確定が非常に必要であると

いうことで、デューデリジェンスの実施と書いてございますけれども、資産の状

態が実際に固定資産台帳で管理されておる計数と、正確に一致するかどうかとい

うことも速やかに確定させる必要があるんではないでしょうかというふうな監査

法人からの御提言がございましたので、そういった内容をこの３７ページに記載

をさせていただいております。 

 以上、私のほうからは。 

 

（堀大阪市都市制度改革室府市再編担当部長） 

 ちょっと説明が長くなって恐縮ですけれども、今からまた最後までざっと説明

させていただきたいと思います。 

 今までの説明、Ｂチームの説明はどっちかというと市営地下鉄事業を民間と比

較して、淡々と比較の中で、どういうところまで可能性があるか、あるいは、６

月末に向けて、どこまで数値化できるかというような視点から、いろいろ深い掘

り下げをしていますが、３８ページの終発延長以下につきましては、まさにこの

府市統合本部で市営地下鉄ＰＴがあるという、そのあたりの意味合いにかかわっ

てくる話であります。このＰＴのキーワードとしまして、広域化という言葉がご

ざいまして、やはり終発延長というのは、いわゆる市営地下鉄をどうするかだけ

の話ではなくて、広域的な観点から利便性の向上ですとか、あるいは都市各部の

働きやすさというか、そういう都市の根幹機能にかかわる問題として、都市戦略

的な意味合いも持つのではないかと考えているところでございます。 

 現況をざくっと整理していますのが３８ページ、最上段にございますが、今の

地下鉄は、私鉄とか、首都圏の地下鉄ございまして、終発、最終電車の発車時刻

が三、四十分程度早いという状況がございます。３９ページには、ちょっと細か

い表で恐縮ですけども、網掛けといいますか、着色してある部分が、市営地下鉄

でございますけれども、他社と比較したときに、この表の右から２段目の終発列

車ということが現状でございまして、ここをご覧いただきますと三、四十分、や

はり市営地下鉄のほうが早いかなという状況がご覧いただけると思います。 

 ４０ページのほうにまいりますと、今後、そういう三、四十分終発が早いとい

う実態を踏まえて、どういう取り組みをしようかということでのアイデアでござ

いまして、大きく第一段階、第二段階、第三段階と考えていますけども、第一段
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階といたしましては、いわゆる終発列車といいますのは、次の日の始発のスター

ト駅に対して回送ということをするわけです。その回送列車を営業化できないか

ということで、終発の延長という方策として、比較的実施が早期に可能ではない

かと考えているところでございます。具体的に申しますと、一番、この４０ペー

ジの上の表の上の御堂筋線のところです、２段目ですが、なかもず２３時４９分

発というのが梅田に０時２０分につきますと、従前であれば、これまでは新大阪

までその車両を回送して、次の始発に回していたと、それを回送じゃなくて営業

運転することによって、新大阪０時２５分着という、そういうダイヤができると

いうことでございます。そういった形で、第一段階の取り組みをいたしますと、

終電がどうなるかという状況が、先ほどの３９ページの一番右の第一段階実施後

というところの時刻になりまして、他社と比べていただきましても、ほぼ遜色な

い状況になってるかと思います。 

 このあと、具体的にこの第一段階の実施状況、あるいは効果等を踏まえながら、

相互直通をやってます各社との調整、あるいはより将来的なことをにらみまして、

都市魅力の創造とかまちづくり、そういった観点からもさらに踏み込んだ検討を

行い、第二、第三段階と終発延長の検討を進めてまいりたいと考えるところでご

ざいます。 

 あと、現状の参考資料をつけておりますが、そのあたりはちょっと割愛させて

いただきまして、４４ページでございます。 

 各論のＥ、広域化、投資の話でございます。 

 このテーマにつきましても、先ほどキーワードは広域化ということを申しまし

た。まさにそのピンポイントのテーマでございます。 

 ここでは、まずなにわ筋線の事例を要約させていただいておりますけれども、

なにわ筋線の検討の軸というのは御承知のとおり、相当上がっておりまして、関

空アクセスを担う路線として２００９年から１１年度にかけまして、国土交通省

を中心として調査、検討がなされたところでございます。府市統合本部といたし

ましては、なにわ筋線の検討事項は上がる一方、ほかの可能性も含めて、すべて

詰めていこうという作業をやっておると、昔と比べまして、いろんな技術的な進

歩ですとか、経済環境、あるいはまさに府市統合の動き、広域戦略の観点、ある

いは地下鉄、今は民鉄の方々の協力のもとに、作業を進めているというようなこ

ともございますし、そういった観点から、新たに検討を進めていこうということ

で、この広域化の検討に取り組んでいるところでございまして、具体的には、次

の４５ページ、南海線の地下鉄四つ橋線への乗り入れについてというところでご

ざいます。この検討の背景にございますのは、四つ橋筋沿線、いわゆる御堂筋の

西側エリアの活性化ですとか、西梅田で現行行きどまりとなっている四つ橋線の

有効活用、先ほどのなにわ筋線以外にも、関空アクセス機能を確保できる可能性

があるのではないかといった、まさに統合本部的な視点からいろんな可能性、課

題を検討しようという視点からのものでございます。 

 路線のイメージにつきましては、ちょっと地図が小さいですけれども、文字で

書いていますのは、この中段に書かれていますとおりで、なんば付近、新今宮、
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難波間で南海線から分岐して、四つ橋線に乗り入れて、西梅田へいって、さらに

新線という形でうめきた、十三を経由して新大阪へ行くというようなことはでき

ないかというようなアイデアでございます。所要時間ということで想定しており

ますのは約５３分と書いておりますが、４４ページ上段のなにわ筋線の所要時間

と比べて若干時間はかかりますけれども、こういう可能性もあるのではないかと。

事業費につきましても、なにわ筋線は一定の前提をおきながら試算をされており

ますけども、四つ橋への乗り入れにつきましても、超概算ではございますが、次

のページになります。 

 ４６ページのところに、事業費的にはこうなるのではないかとかいうようなこ

との試算を載せております。ただ、この四つ橋線と南海線なりの、あるいはその

連携を考えたときに、車両規格の違いですとか、現在の四つ橋線のトンネル断面

の問題とか、いろいろ技術的な問題もございます。また、事業スキームがどうな

るのか、どうするのかとか、あるいは、関係者間の合意形成といった問題がござ

いますので、事業化に向けましては、さらに検討を進める必要があるというテー

マになってございます。 

 ４７ページ、制度問題につきましては、先ほどもちょっと出ましたけれども、

これも３月２９日の統合本部会議で報告させていただいた内容と重複いたします

ので、説明は割愛させていただきます。 

 最後のページ、４８ページでございますが、民営化スケジュールの概略（案）

でございます。今、御説明申し上げましたように、終発延長を初め、民営化を待

たずにできることは順次やっていきましょうという姿勢を持ってまして、一番下

の欄に、例えば、第一次終発延長は、来年度頭にはできるのではないか、あるい

は、できないかということで検討するとか、そういう前倒し的な取り組みととも

に、いざ民営化に至るとすれば、どういう課題があるのかというのを、概略を整

理したものでございます。左の縦に戦略・財務、組織、システム等が書かれてく

くっておりますけれども、そういった各側面からも検討が必要でございまして、

戦略・財務面では、今後の投資計画とかですね、先ほどもございました新会社に

移す資産の切り分けですとか、既存の外郭団体を含めた、そういったことを一切

含めた資本政策といいますか、あるいは、企業債の取り扱い、法制度面を含めた

多角的な検討が必要になってございます。民営化プランの策定後、事業の将来の

発展性ですとか、持続可能性、そういったものを検証するためには、先ほども出

てまいりました資産評価、デューデリジェンスが非常に重要な作業になってまい

ると考えておるところでございます。 

 あと、職員の転籍とか身分問題、労務問題含めました組織面の検討、あるいは、

実際いろんなシステムを稼働させて事業運営しますので、システム面での技術的

な検討も必要というところでございます。このスケジュールはあくまで、現時点

で想定しているものですけれども、とりわけ協議、交渉相手等あります話につい

ては、想定どおりにはいかない面もあろうかと思いますが、順調にいけばこうい

う形で進めていけるんじゃないかと、一つの目標として示させていただきました。 

 長くなりましたが、説明は以上でございます。 
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（山口事務局長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、この地下鉄ＰＴ担当をいただいております余語特別顧問と太田特別

参与もお越しいただいていますけども、何か補足がありましたら、よろしくお願

いします。 

 

（太田特別参与） 

 今回、かなりひとつ言っておきたいのは、民鉄の方々が１０名以上入っていた

だいて、さっき言った電気だとか、保線だとか、かなり細かく見ていただいてい

ます。非常に、フラットな立場から見ていただいて、そうすると、やっぱりいろ

いろと気づくことがあるんじゃないかというのでやってみたんですけど、実際か

なり細かいところを見るとあるようで、ただ、それが全面的に大阪の地下鉄がだ

めというわけではなくて、中には逆にすぐれている面もあるそうなんですけれど

も、やっぱり民間の視点から考えると、無駄なところだとか、おかしいところと

いうのがあって、そこから結構、いろいろと果実は出てきそうな感じで作業が進

んでおります。少しだけ、私のほうで補足しますと、先ほどのＢチーム、特に細

かい点なんですけれども、契約がやっぱり公的な契約であるというところの問題

は、さっき出てきていましたけれども、そこでその手数が増えるだとかいう問題。

それから、もともと何で公的な契約で入札するのかはいろいろな目的があるかと

思うんですけど、結果として、公平に効率的に調達をするということを必ずしも

なされていなくて、むしろ高くなってしまうだとか、手数が増えて、非効率にな

ってしまうだとか、そういうことが起こっております。 

 それから、機器とか、メーカー数が多過ぎるという問題です。例えば、改札の

券売機というのが、正面はみんな同じように見えても、実は裏でいろんなメーカ

ーがあって、例えば、４社、５社が入っているだとか。自動改札もそうですし、

あと車両だとか、エアコンだとか、たくさんの物をいろんなところから買うとい

うことが、結局、駅員がその操作を全部覚えるだとか。あるいは、ソフトの更新

です。料金改定するときに、例えば、券売機は１社のメーカーであれば、１つソ

フトを使えればいいのに、その５倍値段を払わなくちゃいけないだとか、そうい

うよう起こっています。 

 ちょっと別な話にいきますけれども、もう１つは公であるゆえの基準の問題と

いうのがありまして、例えば、先ほど緊急時というのがありましたが、それは具

体的にどういうことかというと、大震災等で、何時間で電車を復旧しなければい

けないとかということを、市の地下鉄の場合は、一応、保線を見にいって、点検

をして３時間で復旧をさせるということでやっています。それは、もちろん利用

者の利便性があるんですけれども、そのために夜勤の方々、泊まりの方々を常に

ある程度の数そろえておかなければいけないと。そうすると、どっちがいいのか

ということなんですけど、そこを今まで話されずに、局としては一生懸命そうい

う基準を自分たちで決めて、それを守ってきているという状況があります。それ
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は、やはり今までの体制ですと、なかなかどうしましょうとは言い出しづらい状

況にあったので、そういった基準面、ほかにもありますね。例えば、電気の故障

が夜中に、同時に何件発生したときに対応するのかとか、そのような問題がいろ

いろありまして、そこがやはり民間の、一つは民間の目でどのくらい妥当なのか

と、あとはみんなで決めていきましょうということが必要かと思います。 

 続いて、もう少し、別の点を言いますと、人がやっぱり多いというのが、非常

に多くて、そこを細かく見ていただいているのですけれども、その中身は幾つか

あります。 

 一つは、拠点が多いということです。かなり市の中央は、狭いんですけれども、

やはり端のほうが結構広がっていますので、それに対応するために、電気とか、

保線とか、それぞれで詰所、事務所があるのですけれども、それが１０カ所あっ

たり、十数カ所あったりと、そういうところにたくさんの人がいるという問題が

あります。 

 もう一つは、上のほうに基準があるという問題がありまして、例えば、忙しい

駅と暇な駅、あるいは忙しい線とそんなに忙しくない線というのがあるのですけ

れども、いろいろなその人の配置の基準が上のほうにあっていて、暇なところに、

もちろん軽重あるのですけれども、それがまだ改善の余地が結構ありそうだと。 

 もう一つは、人の点でいいますと、やっぱり中間管理職の問題がありまして、

その拠点が多いということは、例えば、駅の、例えば、民間であれば１０駅が一

つの単位としてやっているのが、市だと例えば、それがもっと少ない駅だと、そ

うするとそれぞれに駅長が必要だとかいう形で、やっぱり人が発生してきてると

いう中間管理職の問題があるようです。 

 総合しますと、そういった運輸だとか、電気だとか、そういう点を細かく見て

いった中で、具体的に見ていった成果があるんですけど、逆にそういう四つの運

輸だとか、電気だとかを通じて、似たような非効率の問題が結構あったかなとい

うふうに思っておりまして、ただ、今、私は非常に定性的に申し上げましたので、

これを具体的に数字でどうなんだというところを、今、作業中でありますので、

最終的にはそれが出てくるのじゃないかなと思っております。 

 以上です。 

 

（山口事務局長） 

 ありがとうございました。 

 それでは、この後御議論をいただけたらと思いますので、よろしくお願いいた

します。 

 

（小河副知事） 

 非常に、交通局の地下鉄に関する分析されていると思います。改革に向かって

非常にいいと思いますけれども、これは、ぜひやっていただきたいと思うんです

ね。ただ、統合本部で我々議論すべき、これは当然、民営化するために必要やと

思うのですけども、一番大きなテーマで、民営化、大阪市、先ほど一番最後にあ
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りましたように、非常に大きな収入があり、利用しているわけで、大きなネット

ワークが民営化されるんですね。それを僕らとしては、それをしたときにどう変

えていくのだとネットワーク、これがここで議論すべきかなと思っているんです。

一番、やっぱりこれからの時代というのは、鉄道に関してはやっぱり乗客数減っ

てきていることに対して、どう増やしていくか、やっぱり利用者が利用しやすい

ようにする。いわゆるシームレスですね、乗り移りの問題もそうですし、料金的

なシームレスはキーワードになってるし、もう一つは、やはりどれだけ利用者を

増やしていくか、またインバウンドを増やしていくかということだと思うんです

ね。そしたら、そういうことがここの地下鉄がこれだけの、すごい非常に利益が

上がる、かつここで分析されたことをやっていけばもっと上がっていくと思うん

ですね。そしたら、それをどう生かしていくかというようなことをしない、そこ

はどうするのかなというのは私、非常に、私自身も答えはないんですけど、その

１７ページに経営形態は上下一体で完全民営化というのが、前提なのだと、本当

にそうなのかなというのがちょっとあるんですね。いわゆる私鉄５社、ＪＲ入れ

て６社、これがもう１つ私鉄がいるのか、民間会社ができるだけでいいのかなと

いうのは、非常に疑問に思っている。先ほど終電の話がありました。これは単に

やればいいんですけど、しかし全体を見てどうするんかとか、全体見たときにど

う進めていくかという、この次のステップかは知りません、多分恐らく、済みま

せん、松井さん言われるかもしれませんけども、そこも見越しながら、これやっ

ていかないと、今の非常に分析のやつは厳しくていいのですが、それは当然交通

局でやってもらったらいいんですけどね、何かそこをみんなせっかく民鉄からい

ろいろな人集まってやっているのですから、そこの議論をぜひやっていただきた

いと思うんですよね。 

 

（橋下市長） 

 吉備さんも入ってもらってるんですか。府のほうで。 

 

（吉備大阪府都市整備部交通道路室都市交通課長） 

 一応、府のほうもメンバーとして入らせていただいておりますけど、今まだ民

営化の議論に、集中した議論でございますので、なかなか府の広域の議論として

は、今のところはまだ参加させていただけていません。 

 

（橋下市長） 

 １７ページのところで、府市の交通関連事業すべてを対象とするのは、こうい

うのは本当は大阪でやりたかったんですけど、なかなか府庁と市役所の役割分担

の中で知事時代に市営地下鉄の話はもう除いて、いろいろ交通体系とかやってい

ましたから、それはこの民営化の話とは別に、どこがどういう形で、これは検討

していくことになるんですか。 

 

（上山特別顧問） 
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 この１７ページに書いていますが、１７ページの上半分は地下鉄ＰＴの話です

が、下はＰＴ以外の案件です。 

 

（橋下市長） 

 民営化ＰＴ以外のところですか。 

 

（上山特別顧問） 

 そうです。統合本部の中でも、例えば、(株)大阪地下街の民営化とか、モノレ

ールがあります。これらは泉北高速は橋下知事の時代から民営化の方針だったし、

それぞれ既にやっているものが多い。全部手がついてる。このことと地下鉄の民

営化は混ぜない。とにかく合理化は合理化で、ガリガリやる。そのことと都市の

成長戦略の話は別で横に置いておく。 

 ちょっとついでに申し上げると、今回、地下鉄の毎月の定例ミーティングに私

も出て思うのは、これ結局府と市が一緒になっちゃうので、株主が都になる。つ

まり、大阪市民の地下鉄だったのが、市民を含む府民の地下鉄になる。このこと

の意味はとても大きい。今、利用者を見ると８割が、市外の人です。既に、大阪

府民の地下鉄になっている。ところが、ガバナンスといいますか、株主は大阪市

だけなので、どうしても大阪市内を中心に考える。ダイヤもまさに周辺部の人た

ちの終電は、余り考えてこなかった。公営にしてはサービスがいいとか、効率化

努めてきたとか、非常に定評のある地下鉄ではあるけれども、やっぱり市役所の

限界が出ていた。それが、今回、府と市が単に一緒になるだけでも、広域の利用

者が8割という実態に合わせた形の経営に変えていくことができる。 

 民営化と同時に広域化の意味は非常に大きい。ただ、問題はお金がない。私鉄

各社も非常に厳しい経営で、地下鉄も決して余裕のある経営ではない。お客さん

がどんどん減っている。残念ながら成長戦略に貢献するという議論に、いきなり

いかない。持続可能性ということに関して、決して二重丸をつける状態ではない。

なので、私は今は改革の第一段階の次の第二段階だと思うのです。第一段階は、

関市長のときに、国鉄化を防ごうという危機感で新線建設を凍結した。それから、

過剰人員と賃金の見直しです。これを必死になってやった。でも、これはある意

味でブレーキかけただけです。その後、交通局は、物すごく頑張って人員を減ら

して、いろんな合理化をやってきたけど、役所の範囲でできることだけをやって

きただけというのが、今までの姿です。このままいくとどうなるか。お客さんと

売り上げは減ってきますから、やっぱりもう一回、じり貧に陥る。そういう意味

で、さっき太田さんが言っていましたけど、民鉄の常識で見て、仕事の仕方を変

えるべきです。分割発注やめる、手続を簡素化する、その種の、民鉄だったら常

識のことをやる。それは、株式会社じゃないとできないという問題です。 

 それから、あともう１つ、実は可能性として出てきているのは、私鉄との資産

の共有化、これは例えば、車庫を一緒に持つとか、こっちで修理するのやめて向

こうでやってもらうとか。逆に、こっちの余った設備で、向こうの仕事を助けて

あげるとか、こういうことで実質的に、お互い効率化していくようなことが、多



17／35 

分、今後の６月に向けた作業の中で見えてくる。今のところ大体コストの一、二

割ぐらいが民間化といいますか、役所の常識を捨てただけで、コスト一、二割減

るという感じなのですけど、この私鉄といろんなものを共用化していくというよ

うな流れがもしできれば、もっともうちょっと合理化がさらに、いろんな選択肢

が見えてくるのじゃないかという感じです。だから、国鉄化防止が第一次改革で、

今回のは民間化です。これがこのＢチームがやっている話の中心です。 

 第三段階というのは、副知事のおっしゃったような話で、今回もまさに終発延

長のお話、これはお金かからないのですぐやればいい。あと四つ橋筋線に南海線

が入るとか、それを契機に十三、西梅田の懸案も動かそうと、この種の議論が出

てくる。これはまさに東京で、過去２０年起きたことです。ＪＲと私鉄がどんど

ん乗り入れして、地下鉄も私鉄と乗り入れしてネットワークがどんどん便利にな

っていく。これは、今までは地下鉄が公営であるがゆえに、あるいは大阪市域に

こだわるがゆえに、ある意味では障害になっていた。これがまさにみんなの鉄道

になれるということで、そこの部分が多分、第三段階の改革かなと思うんですね。 

 ただ、これだけのことをやっても、私はやっと持続可能性が維持できるだけだ

と思います。駅ナカビジネスもかなりできると思うんだけども、やっぱり経営は

極めて厳しい。合理化はすごくやるし、駅ナカもやるし、広告収入もとるしとい

ってどんどんやるけど、全般に落ちていく売り上げを支えるだけの収益をたたき

出すだけで必死で、極めて厳しい。私鉄の経営も極めて厳しくなってきています。

本業以外のところで皆さん稼いで、辛うじてやっているけども、ダイヤの間引き

とか、周辺部では実際に起き始めている。ＪＲも新幹線の調子が辛うじていいで

すけども、やはり決して余裕がある状態ではない。そういうことを考えると、私

は明るい話は出てこないけど、今あるものを最大限ぐるぐる回していくという形

で今回の民営化は、これ以外にないんじゃないかという確信を強く持っています。 

 

（小河副知事） 

 合理化は、別途、今やっている。これは当然いいと思うんですけど、そうして、

第三段階、今恐らく上山先生と同じ考えだと思うのですけども、終わってからそ

れにいくのか、今から当然あるべき姿、それはばくっとしたものでもいいんです

が、やっぱり考えておかないと、今のネットにしましても、広域化にしても、や

はりそうするときに、ここで合理化して、上がった収入をどう回していくのかと

いうこと、これは我々ちょっとわからないですけど、やっぱりそれを本当に、鉄

道全体ネットとして使い込むんか、もっとほかへ持っていくんかとか、いろんな

議論が出てくると思うんです。それと、私鉄さんはそれぞれ自分のところで、い

ろんな形で努力されてやっている、それぞれが。また同じように、市もこれを民

営化させることをやっていると、それが本当に統一された何か一つの大きな目標

のもとでやれているかどうかというのは、だれがするのかなというのはちょっと

ありますしね。そしたらやっぱりガバナンスと言われますが、やっぱりガバナン

スを効かすには何か、運営体をつくらないといけないんじゃないかなとは思って

いるんですけど、それは今、考えていかないと、これ、いす５つある私鉄にもう
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１つ増えるだけなんじゃないかなと。泉北鉄道の民営化というのは一つのあれで

すから、割とわかりやすいですね、民間にある程度やらせて。ところが、これだ

けの非常な財産のものを、民営化したときに、やっぱり全体、どうガバナンスし

ていくかとしないと、結局、何か一つ増えて、またお互いけんかして、非常に地

下鉄さんも最近スルッとＫＡＮＳＡＩとかやって、非常に仲よくというたらおか

しいですけど、利用者側に立ってやってはると認めますけども、また結局、ばら

ばらばらとわかりにくくなるっていうのがあるんでね。何か、そこの仕組みもや

っぱり今から検討していかなという感じするんです。 

 

（松井知事） 

 これは上山先生、今私鉄の皆さん、チームに入っていただいて、検討していた

だいているじゃないですか。それはもう輸送やとか技術的なところで皆さん検討

してもらっているチームなんですけど、そういう計画の部分でも一回私鉄の皆さ

んに、例えば、東大阪のこの線ならうちがここでつなげれるとか、何かそういう

のも一度、ちょっとアイデアを出してもらえませんかね。 

 

（上山特別顧問） 

 そうですね。 

 

（小河副知事） 

 また、グランドデザインのほうでも、６月以降に、何かちょっときちっと前か

ら先生からも言われてますけど、そういう組織をどうするかというのをやってい

ますので、鉄道系は。また相談しながら、次のステップに行きたいと。 

 

（松井知事） 

 やっぱりここは専門家の皆さんに入ってもらっているというところの強みだと

思うんですよ。全私鉄がいろいろな技術的な、そういう知識もいろいろ入れてい

ただいているというのが、一番だと思うので、これはやっぱりネットワークでつ

ながっていくというのが、一番、乗車数を上げるのもつながらんから、頭打ちに

なってくると思いますので、つながることでお互い、必ずＷｉｎ‐Ｗｉｎのある、

少しは上山先生が、非常に厳しい状況というのはよくわかるんですけど、つなが

るところで維持可能なレベルで、少しずつつながっていけるというふうに考えら

れますんで、ぜひ、ちょっと私鉄の皆さんに一回、つながり方というか、つなげ

方というか、そういうアイデアもお願いします。 

 

（橋下市長） 

 京極さん、分割発注とか、あのあたりなんですけど、あれって今の市役所の中

では契約とか、契約管財のほうでそういうのは、ルール上できないわけなんです

か。一括でしてしまうというのだったり、いろいろ発注の仕方とか、入札の仕方

というのは。 
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（京極事務局次長） 

 分割発注の趣旨は、できるだけ多くの事業を、中小企業事業者に回すという思

想のもとで、国の指導のもとでやられていますので、それは、どの程度を持って

いくのかという、一定の裁量幅はあると思いますから、取り入れられるものにつ

いては取り入れていったらいいのかな、特に、専門的な機器とか、そういう一般

的な種目、製品ですとなかなか難しい面はあると思いますけども、そもそもある

程度ロットが、製品が限られているような分野であれば、そこに中小企業者の方

がどれぐらい本来入れるのかといった面も考えると、一定の考慮ができるような

気がします。 

 ただ、なかなか一般競争入札から随意契約へ持っていくということに関しては、

先ほど上山先生がおっしゃったように、自治法の施行令の問題が、法令上の制約

もありますんで、一定、経営形態を変えないと難しい面というのは、確かにある

と思います。 

 

（橋下市長） 

 今、市役所で大号令かけて随契もなしだということでやっているじゃないです

か。もう全部公募だということで、大号令かけて、これ地下鉄に一般会計でお金、

税金どれぐらい入ってくるのでしたっけ。敬老パス抜かしているのは、入ってい

ないのですよね。 

 

（京極事務局次長） 

 一般の補助としては、１００億円ぐらいが年間入っているはずです。一般会計

から。 

 

（橋下市長） 

 返済分の何か利息とか、あれですよね。だから、運営費的な補助とか、そうい

うことでなくてですよね。でもやっぱりそれ入っていると、入札とか、そっちは

そっちで役所のほうは全部競争だ、入札だとこういう、随契なしと言っている中

で、こっち側の公営企業体のほうは、効率性目指していくという理屈の中では、

若干はそういうことはできるんですか。 

 

（京極事務局次長） 

 地方公営企業であっても、地方自治法施行令の適用というのが当然予定されて

ますんで、原則、一般競争入札で、例外が制限列挙されている形ですんで、その

範囲の中で、例えば、性質上、一般競争入札に匹敵しないものというようなとこ

ろで、どれだけ解釈的にふやせるのかどうかといった面で、効率性が高まるから

という理屈だけではなかなか例外適用するというのは難しいと、現状では難しい

と。ただ、分割発注については、ある程度カバーはできるというふうに考えてま

す。 
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（橋下市長） 

 藤本局長、このあたりいろいろ、局長に就任されて、コスト削減とか利便性向

上とかいろいろと話ありましたけども、すぐやっていけるものはやっていただく

という話なんですが、でも民営化しないとできないものがほとんどなんですか。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 かなり苦しいものが多いですね。今の発注の問題も、あるいは、人の配置もあ

りますね。ですから、できない理由というのが、たんまりとあるという状況かな

と思います。ただ、そこにどういうふうに食い入っていくかとか、あるいは、レ

ギュレーションを守りながら、迎えるかというところは多々あると僕は思ってい

ますので、今、どれだけ絞り上げるかというお話がございましたけれども、かな

りの金額で民間感覚でやれば、収支上の幅をもって好転をさすということは十分

可能だと僕は今思って、できることをやっていってると、そういうことです。 

 

（橋下市長） 

 人の配置の部分は、よくＰＴというか、いろんなところから耳にしてたんです

が、それは民営化しなくてもできるんですか。駅員の配置の仕方だったりとか。

改札がある以上。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 これはできますが、そこによって生じる余剰人員をどうするかという問題があ

る。したがって、余剰は一体どれぐらいの方が、人数が発生するかということは、

すぐに検証していけると思います。その処理の問題については、知恵をめぐらし

ていかなくちゃいけない、今の与えられた条件ではということになります。 

 

（橋下市長） 

 民営化の前に、組織の人員構成というか、年齢構成のいびつさなんですが、採

用凍結しているじゃないですか。そのあたりはどうなんですかね。民営化という

問題ではないんでしょうけども、役所のほうで採用をちょっと増やしていくので

すけども、あれは交通局もひっくるめての話ですか。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 採用はずっと凍結していますね。いわゆる今、国鉄化を防ぐという第一の改革

のときに、人数を減らそう、減らそうといっても、これはリストラをしているわ

けではありませんので、定年不補充という考え方、これがずっときているわけで

す。そこのところ、施設の方いろいろ現場にヒアリングしていただくと、若い人

がいない、あるいは、技術継承ができないというようなお話になっているかと思

います。これは、問題は問題だとは思いますが、今、局内では対処方法っていう

のか、いわゆるこの１０年間いないという、そういう考え方ですので。この１０
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年間を埋めずに、どういう組織へ持っていけるかと。これからスタートしていけ

ばいいのだと、過去は取り返さない。そういうふうなことを少し考えていこうか

なと思ってますけども。 

 

（橋下市長） 

 民鉄は、どうしているんですか。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 民鉄は、やはり適宜はありますが、基本的には採用を続けているということに

なっています。 

 

（橋下市長） 

 上のほうの人員というのは、年齢が上になったら、何か早期退職を。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 通常ですと、毎年ちゃんと採っているということは、その方々が定員が変わら

ない限りは辞めれば補充していくという、そういう考え方です。局の場合は、要

は人数を減らそうとしたけれども、リストラをしないので、満杯のままいってい

るという、そういう状況じゃないかと思いますね。 

 

（松井知事） 

 車両整備やとか、子会社がありますよね、交通サービス、その辺は一旦、退職

された人たちがやってますよね、そこはもうその仕事は民間に委託できる範囲だ

と僕は思ってるんですけど、それはもう一挙にやれる話になりますか。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 非常に悩ましいところなのですが、民間に委託をしていくというのは、効果と

しては透明性をしっかり出すということと、コストパフォーマンスがあるかと、

この２つだろうと思いますが、ちょっと今の外郭団体が受け取るものをすべて入

札にしてその効果が出るかどうかというのは、若干疑問があるというふうに思い

ます。これは、そういうふうに決まっているので、私もコストダウンをかけたい

と思うんですけど、入札結果を見てみないとわからないなと。ただ、一方で現在

の外郭団体のコストパフォーマンスをより強めていくと、入札に勝っていただく

というようなことも、一つの方法かなと思います。 

 今は、そういう外郭団体のコストは私は高いと思います。したがって、もっと

もっと民間以上に、外郭団体を厳しくしていくということが一つの選択肢として

はあるんじゃないかなとは思いますね。 

 

（橋下市長） 

 でも、民間会社と民鉄は、それぞれの子会社でやっているわけですよね。だか
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ら、今、公営、地下鉄だからさっきの入札、あっちの原則で保守や、それも透明

性の確保の上に、入札なのか何なのかという話になるんでしょうけど、民営化に

なればもう子会社でやってもらうという話になるわけなのですか。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 多分、そうなると思います。多分そうなると思いますが、今の間に逆に、民営

化になったときに、子会社の体質を強くしておくということが今必要じゃないか

なと思います。 

 

（余語特別顧問） 

 これ、私も民鉄の方と意見交換して、新しい発見だったんですけど、民鉄各社

は退職された方を、また子会社で引き取って、人件費は下がっていくんですけど、

それをうまく活用して、技術の継承だとか、あるいは、安いコストで外注してい

くということをうまくやっていて、それはもっとうまくできるはずですよね、と

いうコメントをいただきまして、必ずしも、そういう子会社が悪くないと、そこ

ら辺をもっと戦略的に活用すべきだと、そういう御意見を皆さんからいただきま

した。 

 

（橋下市長） 

 多分民間会社が自分の子会社かかえてやっても最後は倒産のリスク背負ってい

ますから、むちゃくちゃな委託料やら何やらにならないその市場原理が働くから

子会社かかえても大丈夫なんでしょうね。だから、公の今のこの段階だったら、

やっぱりこれは入札なのか何なのか。そこがないと、なかなか今のままで外郭団

体丸抱えというのは難しいかなと思うのですけど、民営化にした上で、そういう

倒産のリスク背負った上で、子会社抱えるというのは、それはもう経営としては。 

 

（余語特別顧問） 

 逆にもっと私鉄も一旦分業して、競争発注にしたんだけども逆にまた、それ戻

してやってるっていうのが今の傾向のやつですね。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 外郭団体も、現時点から以降は、市場原理で戦っていただこうと、もうそうい

うことだと思います。戦えるはずだと僕思っていますので、そういうことを今、

局からも求めていくと。ただ、これややこしいんで、入札ですので、いろんなこ

とを求めてもあきませんので、要は、僕は市場原理でやっていただけたらいいと

思います。 

 

（上山特別顧問） 

 ちょっと一言だけ。ＪＲの民営化のプロセスを見ると、小さな会社を買収して、

そこにＯＢの人たちに行ってもらって、子会社を育ててきている。その人たちが
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辞めた後はプロパーで人を雇う。一部のＯＢが行って、技術の継承をやる。です

から、子会社持つこと自体はいい。子会社はいいけど、外郭団体はだめだという

ことだと思う。 

 

（山口事務局長） 

 ほかにどうでしょうか。 

 

（橋下市長） 

 終電延長は４月、２０１４年４月。第一段階が２０１３年、来年ですね、第一

弾は。 

 それから、料金の問題は、これちょっと藤本局長には酷な話で、経済的な経営

の判断抜きに、ちょっとこちらが政治的に、公約掲げて出してスタートしてると

ころもありますので、時期はいろいろ消費税の問題とか、いろんなところで、そ

ういうタイミングがあるということなんですけれども、ちょっとこれは、経営判

断に過度な負担をかけてしまうことになるかもわからないのですが、ちょっと市

民に、今、お約束をしているところもありますので、しっかりとここの検討もお

願いしたいと思います。ただ、これをやることによって民営化がつぶれるとか、

何かあったら本末転倒ですから、そこは慎重に考えなきゃいけないのですけれど

も、ちょっとこの点については、了解いただきたいんですけども。 

 

（藤本大阪市交通局長） 

 終発、運賃の問題、それから敬老の問題もございますけど、その辺の負担を、

今の経営の中で、ちゃんと回収していく、あるいはそれにかわる、また新しい利

益を生むということが、私のミッションだと思ってますので、大丈夫だと思いま

す。 

 

（山口事務局長） 

 ほかに、よろしいでしょうか。 

 なければ、きょうネットワークとか、契約、あるいは外郭団体の話と、市長の

ほうから特に最後、料金とか終発の話も出していただきましたけれども、こうい

う御議論を踏まえて、最終は６月に向けて、基本的な方向性をとりまとめていた

だくということで、さらに作業を詰めていくということでよろしいでしょうか。 

 

（橋下市長） 

 上山先生、済みません。四つ橋線の件、こちらでなにわ筋線走っていますので、

なにわ筋線のほうは完全なもう正規の調査として、かなり熟度高まってきていま

すので、対抗策というか、そういうものもちょっと府市の中で練ってもらって、

十三につながると阪急と接続しますし、そのあたりも選択肢の一つとして、ちょ

っと見てもらいたいんですけどもね。 
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（山口事務局長） 

 その点も踏まえて今後作業を続けさせていただくということで、御了解をいた

だいたということで、よろしいでしょうか。 

 それでは、地下鉄の件は、これで一たん終了させていただきたいと思います。 

 続きまして、議題２ということで、これは報告事項ということで、やらせてい

ただきたいと思います。 

 これは、第６回の統合本部会議において一応、類似・重複している行政サービ

スということで、いわゆるＢ項目ということで、２２項目を選定させていただい

ていますけども、これの現時点での論点整理というのを取り入れましたので、こ

れを事務局から報告をさせていただいて、御議論をいただきたいというふうに思

っております。 

 なお、席上にちょっと本部委員の方だけなのですが、こういう形で事業分析の

表を置かしていただいています。これちょっと、かなり大量の資料ですので、記

者の方たちには、きょうこの後、ホームページにアップしますので、それで見て

いただきたいということで、お許しをいただきたいというふうに思います。 

 それでは、済みませんが、事務局のほうから、京極次長のほうから説明させて

いただきますので、よろしくお願いしたいと思います。 

 

（京極事務局次長） 

 次長の京極です。 

 それでは、私のほうからＢ項目、府市の類似・重複している行政サービスにつ

いての見直し、論点整理について御報告させていただきます。時間が限られてま

すので、主要な部分だけの説明になるかと思いますが、よろしくお願いいたしま

す。 

 資料の１ページあけていただきますと、資料２。 

 

（山口事務局長） 

 これ、大量ですので、これはちょっと見ながらで、こちらのほうで説明差し上

げます。 

 

（京極事務局次長） 

 資料２というのがお手元にあると思いますが。 

 

（松井知事） 

 これ中身一緒なの。 

 

（京極事務局次長） 

 要約版です。 

 

（橋下市長） 

i9850131
ハイライト表示
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 このピンクと黄緑は、別々ですか。 

 

（京極事務局次長） 

 府と市でそれぞれやった事業の事業分析が入っております。府市それぞれがそ

れぞれの観点からやっていると。 

 きょうは、資料２の論点整理、Ｂ項目論点整理となっておりますもので説明さ

せていただきます。 

 この間、１ページをあけていただきますと、この間、Ｂ項目につきましては府

市のカウンターパート、いわゆる部局間での協議、検討を基本に進めてまいりま

した。一部、特別顧問、特別参与の専門的見地から、御助言もいただいている項

目もございます。 

 今回、６月末の基本的方向性の取りまとめに向けまして、論点整理を行うにあ

たって、いわゆる新たな大都市制度移行後のあるべき姿、こういったものを想定

した上で、当該事務事業、あるいは施設を存続させる必要性があるのかないのか。

あるいは、必要性があったとしても、民間にできることは民間に任せるという視

点から、行政が関与する必要性というのがあるのか、ないのか。また、行政が関

与する必要性がある場合でも、これは広域自治体が担うべきものなのか、基礎的

自治体が担うべきものなのか。あるいは、この事業の担い手として、民間、ある

いは必ずしも、独法法人とか、そういったいろんな団体が想定されますので、ど

ういった団体がふさわしいのか。こういった４点を中心に検討をしてまいりまし

た。 

 また、諸課題については、さらに当面の観点として、効率化が図れないかとい

った視点、あるいは当面取り組める利用者の視点からのサービス向上、こういっ

たものについても、同時に検討を進めていくかということでございます。 

 それでは、それぞれ個々の検討項目について御説明申し上げますが、まず３ペ

ージお開きいただきますと、府市の信用保証協会についてでございます。３ペー

ジ、４ページについてでございます。この項目につきましては、府市の信用保証

協会の統合を念頭に置きながら、中小企業への資金供給の円滑化と、府民、市民

の負担軽減に資する最適手法について検討を進めているところでございます。 

 また、統合を進めるにあたって、いわゆる関係省庁との調整などの統合プロセ

ス、あるいは新団体のマネジメント体制、あるいは効率的な組織体制、こういっ

た諸課題についても整理を進めているという状況でございます。 

 続きまして、次の５ページ、６ページの大阪府国際交流財団・大阪国際交流セ

ンター。これにつきまして御説明を申し上げます。 

 これにつきましては、それぞれの団体が行っている事業につきまして、広域で

実施すべきものなのか、基礎自治としての役目として実施すべきものなのか、そ

ういった役割分担の整理を行うとともに、重複事業についても若干ございますの

で、整理を進めているところでございます。 

 また、既に府の財団については、今後１０年間で廃止するという既定方針を定

められているところでございます。一方、同時に、市の財団につきましても、従
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来、随意契約で受託してきました施設について、いわゆる完全に民営化、一般競

争入札で実施するということで、行政的な関与をなくすということで、今後財政

基盤を確保していただくと、自立していただくという方針がございますので、こ

ういったそれぞれの方向性を踏まえまして、今後、両財団について、まずは当面

の方策としては、重複事業についてできるだけ整理する、あるいは、今後協力関

係が築けるものについては築いていく。それを進める中で、財団が役割を廃止す

るということであれば、両団体とも完全民営化、あるいは廃止といった方向を生

み出すということでございますので、若干、最終的な方向性を見きわめるには時

間がかかってくるとうふうに考えております。 

 続きまして、７ページ、８ページ、府の保健医療財団と市の環境保健協会につ

いてでございます。これらの財団につきましては、府民、市民への健康の保持、

増進といった事業目的の共通性がございます。ただ、府の財団につきましては、

いわゆる基礎自治体支援、あるいは救急救命センターの運営、こういった広域的

事業を展開されております。一方で、市の財団は、がん検診、あるいは特定健診

などの基礎自治体が行う事業を受託実施している。こういった意味で、類似事業

ではございますが、若干、それぞれ機能としては広域機能と基礎的機能をそれぞ

れが発揮しているということでございますが、こういった方向性の違いに着目い

たしますとともに、部門によっては民間部門が非常に成熟してきている部門がご

ざいますので、これらの点を踏まえまして、両財団について、連携強化するのが

いいのか。統合するのかいいのか、あるいは、完全民営化するのがいいのか。こ

ういったことを最終的には結論出してまいりたいというふうに考えております。 

 続きまして、９ページ、１０ページの府の道路公社・市の道路公社についてで

ございます。この道路公社につきましては、府は有料道路、市は主に駐車場とい

ったことで、管理施設が異なっておりますので、統合のメリットというのは、か

なり少ないのではないかというのが、現状の分析でございますが、府市団体とも、

いわゆる多額の負債を抱えておるのも事実でございまして、市の公社につきまし

ては、公社解散時の残債務が膨らむおそれもございます。いずれの団体も、抜本

的な経営改善といったものが必要ではございますが、市の公社につきましては、

解散も視野に入れた課題整理の検討が必要というふうに考えております。 

 続きまして、１１ページ、１２ページ、住宅供給公社でございます。これは、

府市の公社ともに、主な事業は賃貸住宅等の管理事業でございますので、統合の

方向性としては一致いたしております。ただし、地方住宅供給公社法上、合併の

規定というのはございません。そういった意味で、統合できるのかどうかという

のは、法的課題をさらに検討する必要がございます。当面につきましては、やは

り統合を進めるにいたしましても、やはり資産、あるいは負債をできるだけ減ら

していくということが、まず前提基準でございますから、そういった意味で、経

営改善に取り組んでいただくというのが、最も求められてるものでございます。 

 同時に、統合手法の検討、あるいは資産、負債の整理など統合する場合の課題

整理、こういったものについて検討を進めたいというふうに考えております。 

 また、当面、入居希望者に対するサービス向上策。これは、例えば、府市公社
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とも窓口を一本化して入居者の対応するといった、こういった具体的サービス向

上策については検討する必要があるというふうに考えております。 

 続きまして、１３ページ、１４ページ、堺泉北埠頭株式会社・大阪港埠頭株式

会社についてでございます。これらは、それぞれ堺泉北埠頭、あるいは大阪港埠

頭におきまして、いわゆる上屋等の管理運営なり、あるいはコンテナ、フェリー

ターミナル全体の運営を行っているという外郭団体ではございますが、これらに

つきましては、いわゆるＡ項目の、大阪港、泉北港、こういった港の体制、港湾

事業のあり方と密接に関連いたしますので、まずは６月に出す予定をしておりま

す府市港湾事業の経営形態、これをまず踏まえた上で、さらに基本的方向性、こ

ういった関連団体についてどうしていくのかというのを、さらに整理を進めてい

くということが、必要かなというふうに、今、府市の担当では検討している状況

でございます。 

 続きまして、１５ページ、１６ページの大阪府文化財センター・大阪市博物館

協会の発掘調査事業でございます。これにつきましても、文化財の発掘調査事業、

これについては両団体とも共通しておりますので、統合していくということにつ

いては、とりあえず意見は一致している、方向性については意見一致していると

ころでございます。統合に向けて、自治体と財団の役割分担。これをもう一回き

ちっと整理する必要があるということにはなっております。 

 また、博物館を両団体ともまた同時に、管理運営しております。これにつきま

しては、やはりＡ項目で経営形態について、全体どうするかというのを今、検討

しているところでもございますので、そことの関係上、いわゆる発掘調査部門同

士の統合がいいのか、あるいは、財団同士の統合がいいのかといった点を、統合

手法について、さらに検討を深めていきたいというふうに考えております。 

 続きまして、１７ページ、１８ページ、産業技術総合研究所と工業研究所につ

いてでございます。これらの団体につきましても、いわゆる中小企業の抱える技

術的課題の解決に取り組むということでは共通しているところでございますので、

基本的には統合と申しますか、一体となって運営していくことが必要というふう

に、方向性については意見は一致しているところでございます。 

 ただ、これまで申し上げておりますように、地方独法同士の統合については規

定がないということで、法的課題を整理する必要がございます。当面、この法的

課題を整理するのと同時に、当面、利用者でございます中小企業へのサービスの

向上の観点から、いわゆる両研究所の強みや、特長を生かした連携強化策の検討

を進めるということと、いわゆる意思決定といって、共通したガバナンスをつく

るといった、一体的運営ができるような体制が構築できないか。こういったこと

について、当面の策として検討していきたいというふうに考えております。 

 続きまして、府立の公衆衛生研究所、それから市立環境科学研究所、１９ペー

ジ、２０ページでございます。これらにつきましても、保健衛生行政を科学的・

技術的に支援する中核機関という意味では、両団体とも共通しているところでご

ざいまして、これも統合の方向性については、一致しているところでございます。 

 ただ、統合に当たりましては、いわゆる市の研究所にのみに存する部門、ある

i9850131
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いは、環境分野、栄養専門学校、こういった整理をどうするのかといったことと、

両研究所とも施設的にかなり老朽化が進んでおりますので、施設をどのように新

たに手当てしていくのか、こういったことが課題であろうということで検討を進

めていると、望ましい統合のあり方について検討しているところでございます。 

 次に、２１ページ、２２ページ、府立中央図書館・市立中央図書館。図書館と

いう意味では、府立、市立とも施設規模は類似しているところでございますが、

府立中央図書館については、図書館の中の図書館というような位置づけ、広域的

な位置づけがされております。一方で、市の中央図書館というのは、地域図書館

を、各区に整備されております地域図書館を補完する機能を持っているというこ

とで、新たな大都市制度の移行後の基礎自治体の図書館機能、これをどう見るか

ということでございますが、基本的には、他都市の状況を見るとやはり一定その

図書館については、充実、地域の図書館について充実していく必要があるであろ

うと、そういった中で充実されたときには、市の図書館、市の中央図書館が、い

わゆる存続の必要性があるのかないのか。あるいは、広域的に活用できるのか、

できないのか。こういったことが検討課題になってくるというふうに考えており

ます。当面の取り組みとしては、いわゆる利用者サービスの向上に向けましたネ

ットワーク機能の外部連携強化でありますとか、あるいは、それぞれの図書館が

取り組んでおりますいろんな効率化策について、取り入れていない部分をどんど

ん取り入れることによって、図書館の効率化を進めていくという、こういった取

り組みが必要ということで、それぞれ具体策を検討しているところでございます。 

 続きまして、２３ページ、２４ページでございます。 

 府立体育会館と市立中央体育館、これもほぼ先ほど申し上げました図書館と同

じような状況でございまして、府立体育館については、やはり大規模な競技であ

りますとか、あるいはイベントに活用されているという広域的機能持っておりま

す。一方で、中央体育館につきましては、やはり地域のスポーツセンターを補完

するということで、市民利用の大会とか、そういったことで活用されているとい

ったいわゆる基礎自治体の中で補完的事業を果たしているということなのですが、

やはり新たな大都市制度移行後に、それぞれ、新たな大都市制度における基礎自

治体の、いわゆる体育館というのをどう整備していくのか。それによって、中央

体育館のほうは役割を果たしたと見るのか。あるいは、機能があるとすれば、広

域的に活用できないかどうか。こういったことを検討するということになってこ

ようかと考えておりますが、当面につきましては、いわゆる指定管理制度の現行

運営体制のもとでの一体的な管理運営とか、あるいは、老朽化の建てかえの必要

性とかいったような施設のあり方について検討を進めますとともに、できるだけ

多くの人に利便性を持って、活用していただくということで、具体的連携策、こ

ういったものについて検討を進めたいというふうに考えております。 

 ２５ページ、２６ページの門真スポーツセンター・大阪プール、これにつきま

しては、今申し上げました体育館とほぼ同じ機能でございますので、同じような

観点で整理したいというふうに考えております。 

 続きまして、２７ページ、２８ページのビッグバン・キッズプラザ大阪。これ
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は、それぞれ位置づけは違うのですが、事業目的という意味では、大型児童館と

生涯学習関連教育施設、こういった事業目的は異なりますが、実質、子供体験型

の大型施設という意味では、共通しているところでございます。こういった大型

施設につきましては、やはり行政関与の必要性でありますとか、施設の状況、あ

るいは現段階での費用対効果がどうなっているのか。こういったことを十分検証

いたしまして、今後の施設、民営化がいいのか、あるいは廃止がいいのか。ある

いは行政的に一定、支援して継続するのがいいのか。こういった方向性を見出し

ていきたいというふうに考えております。 

 ただ、市のほうのキッズプラザにつきましては、一定、今使える施設が有効期

限がございますので、そこへ向けてどう整理するのかといった点については、当

然、固有の問題として解決を図っていかなければならない課題であると考えてお

りますが、当面の連携策、利用者については、ほぼ共通しておりますので、何ら

かの形で連携することによって、利用者を増やしていくといったことも探ってい

きたいというふうに考えております。 

 ２９ページ、３０ページの大阪府立国際会議場・インテックス大阪、両施設は、

国際会議施設、展示見本市施設、それぞれ担っている機能は異なっております。

補完的な機能関係にあるのかなと、代替機能ではないというふうに考えておりま

すが、いずれにいたしましても、広域的な機能を果たす施設であることは間違い

ありませんので、今後、この両施設に関して申し上げますと、いわゆるＭＩＣＥ

誘致、いわゆる会議、見本市等を含むビジネスイベントとしてのＭＩＣＥ誘致の

関係では、両施設の機能、連携を図ることが、相乗効果が見込まれるというふう

に考えております。そういったことで、広域インフラである両施設の機能を最大

化するような事業展開のあり方、あるいは、運営のあり方、こういったことにつ

いて検討を進めたいと考えております。 

 それから、３１ページ、３２ページのこども施設でございます。 

 まずは、野外活動施設については、これはなかなか広域自治体の問題なのか、

基礎自治の問題なのかというのは、なかなか区分けしがたいところがございます。

そういった意味で、それぞれ公民の役割分担や施設の老朽化、こういったことで

将来の経費負担を考えますと、施設の機能集約や、あるいは運営主体のあり方、

こういったことについて、府市で検討を進めていくというような方向性で、今検

討を進めております。 

 一方で、残り、青少年センター、あるいはこども文化センター、こういったも

のについては、基礎自治体で担うべき機能というふうに、府市担当では意見一致

しておりまして、これについては、市において施設のあり方について、検討を進

めることといたしております。 

 続きまして、３３ページ、３４ページの障がい者交流促進センター・障害者ス

ポーツセンター、これにつきましては、いわゆる障がい者の自立、あるいは社会

参加促進の観点から、障害者スポーツということで、これは身近な意味では障が

い者基礎自治体の機能でもございますし、なかなか整備進んでいないという点で

は、広域自治体が補完すべき機能でもございます。こういったもので、府市がそ
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れぞれ果たすべき役割機能を整理いたしまして、受益と負担の視点に基づく観点、

あるいは施設が府下、現状どの程度充足されているとか、こういった、さらには

利用実態、利用効率、こういったものを踏まえまして、自治体間での連携、これ

はまた堺市さんなんかでも新たに整備されるというような方向も聞いております

ので、自治体間での連携、あるいは府市施設の最適な活用、運用方法、こういっ

たものを検討してまいりたいというふうに考えております。 

 それから、３５ページ、３６ページのマイドームおおさか・産業創造館、これ

につきましては、いわゆる中小企業の施策の実施主体といたしまして、それぞれ

の団体、運営団体が一定の機能を果たしてまいったところでございます。こうい

った意味で、また施設もマイドームおおさか、大阪産業創造館、２つの施設がご

ざいます。効果的な中小企業支援事業の実施という意味では、施設の一体的運営、

こういったことを目指すべきであろうということ。あるいは、両法人がどのよう

にして、一つの方針のもとで機能するのか。こういった役割、組織のあり方、施

設のあり方、これを早急に取りまとめていきたいというふうに考えております。 

 ３７ページ、３８ページのドーンセンター・クレオ大阪、いずれも男女共同参

画の活動拠点ということでございますが、一定、基礎自治体でも、こういった施

策の推進が定着が進んできた中で、広域・基礎自治体としての役割分担を改めて

整理する必要があるというふうに考えておりまして、利便性など、利用者の視点

に立った事業のあり方、あるいは施設の最適配置、こういったことと、それから、

効果的な活用方法、こういった点で、さらに検討を進めていくということでござ

います。 

 ３９ページ、４０ページ、それから４１ページ、４２ページ、これは府立高校、

市立高校、あるいは特別支援学校についてでございますが、基本的には、市から

府への移管ということで、調整を進めているところではございますが、課題とい

ったことで、いわゆる学校の適正配置、あるいは特色ある専門学校の教育内容の

調整でありますとか、あるいは、特別支援学校でございますと、小中学部におけ

る義務教育部分、これが広域と基礎、どういうふうに役割分担するのか、こうい

ったことも調整事項としてございますので、早急にこの辺の議論を進めてまいり

たいというふうに考えております。 

 ４３ページ、府こころの健康総合センター・市こころの健康センター事業とい

うことで、これらの事業につきましては、いわゆる都道府県、あるいは政令指定

都市に設置義務がある、精神保健福祉センターという位置づけでございますので、

いわゆる広域的業務に属していくものだろうというふうに考えておりまして、そ

ういう意味で、今後望ましい運営体制、いわゆる大阪府下一円を視野に入れて、

どういうふうな運営をするのがいいのかといった観点で、整理をしていきたいと

考えております。 

 ただ、当面、府市で重複している事業の共同実施、こういったことについては、

連携して取り組むということで、今、具体策を検討していただいているところで

ございます。 

 最後に、府の犬管理指導所、それから市の動物管理センター、これも都道府県、
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あるいは保健所設置市に設置義務があるということで、犬の抑留所については、

事業の共同実施とか、こういったことで、今後の望ましい運営体制のあり方を検

討してまいりたいと考えております。当面は、いわゆる広域野犬生息地域なんか

での捕獲作業の共同実施、こういうことで連携していくということで、整理して

いきたいと考えております。 

 非常に、雑駁ではございますが、私からの報告は以上でございます。 

 

（山口事務局長） 

 それでは、お時間限られてますが御意見があれば、よろしくお願いいたします。 

 

（松井知事） 

 基礎自治体と広域自治体のどっちが担うというのはあるんですけども、例えば、

ドーンセンターとクレオ大阪、これは中核市やとか、そのあたりでも男女財団の

そういう拠点になっているところがあると思うんですよね。その辺の適正配置い

うところでは、府下全体をちょっと見た中での議論も入れといてもらったほうが

いいと思います。 

 

（京極事務局次長） 

 そういう資料も、部局間で出して、調整しておりますので。 

 

（松井知事） 

 そうですか、わかりました。 

 それと、住宅供給公社は、大阪府はもう指定管理者で外へ出していって、それ

で大分予算も削れてきているのですけど、市のほうはそこは予定には入ってきて

いるんですか。 

 

（京極事務局次長） 

 私がいうのもどうかと思いますが、一応、指定管理制度で府営住宅、市営住宅

についても出していくという方向であるというふうに、私は認識しております。 

 

（橋下市長） 

 市営住宅も、僕指示出してるんですけど、そっちはそっちでいってますか。 

 

（京極事務局次長） 

 今の段階で、代行制度を存続させるというような動きは私は全く聞いておりま

せんので、当然、市長の指示出された指定管理者制度のほうで。 

 

（橋下市長） 

 それ言っていますよね。 
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（田中副市長） 

 今、その方向でやってます。 

 

（橋下市長） 

 中小企業保証協会なんですが、今日、部局間で議論しているので、商工労働部

と市の経済局で入ってやっていますので、もし話が決着つかなければ、これは村

上副市長とだと思うのですけれども、局で話合って決着つかなければ、最後判断

しますので、ちょっと上げてください。 

 

（京極事務局次長） 

 基本的には、まず、副知事、副市長会議でまず議論していただいて、その上で、

調整つかない場合はまた知事、市長に上げさせていただくという。 

 

（橋下市長） 

 住宅供給公社も同じく、指定管理が入るということですけれども、あとはクレ

オも市政改革室で、この金曜日に改革素案出るときに、これ全部、今、府市統合

のほうでは、これ市政改革室との調整はしてないんですよね。 

 

（京極事務局次長） 

 現段階で、若干方向性を申し上げておりますが、基本的には５館存続というよ

りは、やはり数については、クレオについては一定、必要数をしぼっていくとい

う考え方は必要であろうけれども、基礎自治体の仕事であるということは間違い

ないよというふうに事前にはお伝えしております。 

 

（橋下市長） 

 それで市政改革室は、それを踏まえてるわけなんですね。 

 

（京極事務局次長） 

 というふうに考えております。 

 

（橋下市長） 

 図書館、民間委託の範囲拡大というところは、ぜひ、府のほうでもかなり市場

化テスト踏まえて、かなり拡大していきましたんでね。 

 

（京極事務局次長） 

 司書業務の範囲を委託できる部分できるだけ拡大していくいうことで、関係部

局、市の関係部局には指示を出しておりますので、ちょっと進まないようであれ

ば、もうちょっと具体的に、私どものほうからも指導してまいりますので、よろ

しくお願いします。 
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（橋下市長） 

 細かな話なのですけど、府のときにかなり議論、これやって、高度な何ですか、

レファレンス機能というんですか。あれが本当に公が必要なのかどうなのか、図

書館サイドのほうからは必要であるというふうに返ってきたのですが、どう考え

ても、クイズの問題の解答を、府民の皆さんがこんなことまでちょっと図書館の

ほうにつくらせるのはおかしいんじゃないかなというようなことが、これが高度

なレファレンス業務、これは民間に委託できないということで、公が抱えること

に決まったんですけども、ちょっとそこのあれからいろいろ考えて、非常に疑問

に思っていますんで、もう一度、そのレファレンス業務については、通常のやつ

は民間委託にできるっていう話なのですけど、高度なやつは、もう公がやらざる

を得ないと思いますけど、高度な内容が非常におかしなレファレンス機能になっ

ていますので、ちょっとそこはもう一度、検討してもらいたいですけど。 

 

（京極事務局次長） 

 いろいろ手法はあると思いますので、一たん、業務委託がいいのか、人材派遣

がいいのか。請負という手法もありますんで、この辺多分、それぞれやり方によ

ってやっぱり法令の抵触性とか出てくる可能性もありますので、十分そこは踏ま

えた上で、結論出してまいりますんで、できるだけ拡充する方向で各局と検討し

て進めてまいります。 

 

（松井知事） 

 それと、施設統合のときに、先ほど京極さんから話あったように、両方とも老

朽化している場合は、一カ所にかためて、必要なものを最先端のいいものをどん

とやると、それの原資はどちらかの施設を廃止するということでの原資が、原則、

考えていくというようなところも、ちょっと考えといていただきたいと思います。 

 これも必要なもんは、やはりこの際ですから、やっぱり一番最先端のいいもの

を、どんとやるという形で、僕は思ってるんですけどもね。今さっきでいったら

公衆衛生研究所。 

 

（京極事務局次長） 

 公衆衛生研究所とか、ただ、若干、先ほど申し上げました施設については、場

所的な制約も扱っている業務からいくと、場所的な制約もあると思いますんで、

この辺は十分踏まえた上で、基本的には別の場所で建てかえするのであれば、そ

れぞれ現在の現地については、売却して原資を生むとか、いろいろな手法はござ

いますので、ただ、時間が急ぐようですと、今年度予算なのか、来年度予算にな

るのかといった、そういった多分、時間的スケールもかなり急ぐようでございま

すので、十分、関係部局の意見を聞いて、これから取りまとめていきたいと考え

ております。 

 

（橋下市長） 
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 こちらのＢ項目は副知事と副市長で、しっかりマネジメントよろしくお願いし

ます。 

 

（余語特別顧問） 

 １点だけちょっとピンポイントで、各論ですけど、私たまたま橋下市長からＡ

ＴＣ見てくださいと言われて、この大阪国際会議場とインテックスのところなん

ですけど、あそこのＡＴＣにもホールがあって、あのＡＴＣの事業細かく見てい

って、どこで赤字出しているのかなと見てったら、いろいろファインディングは

あったんですけど、ホール事業結構赤字なんですよ。インテックスとも近いし、

やっぱりこれからの大阪府市として、ああいう国際会議だとか、いわゆるさっき

もはやり言葉で出てきましたけどＭＩＣＥ、あれの誘致って各海外の主要都市、

東京都も含めて、みんな競い合っていますので、東京都はこの間たまたま新聞記

事で見たら１０億円の何か費用を計上してとかいう話もありましたので、そこら

辺は、統合して、海外ですとシンガポールだとか、そういった都市が非常に力を

入れていまよね。だから、そこの辺はやはり、これは新しい大阪都としてやっぱ

り見ていかなきゃいけないのじゃないかなと思うんですけど、たまたまちょっと

かかわったものですから。 

 

（橋下市長） 

 ホール、今の余語特別顧問の話から。 

 

（京極事務局次長） 

 余語顧問から、既にそのような御意見を聞いております。そういうことでは、

ホール機能としてどう最大限効果的に動かすのかといった視点もございますし、

一方で、中小企業の、例えば、海外への販路拡大という意味で、どういうふうに

それぞれを活用したらいいのかという、非常に多角的な観点がどうも、この国際

会議場とか、インテックスとか、あるいは、こういったそれぞれの整備してきた

施設がございますんで、今ちょっとそこを整理しながら答え出していきたい。必

ずしも、その国際会議場とインテックスだけを見て答え出すんではなしに、実は、

マイドームおおさかとか、そういったことも全部含めて、どういうふうにホール

機能を見るのかとか。中小企業の海外の販路拡大みたいなとこも、どう入れて。

これは産業政策とかなりかかわってくると思いますんで、ちょっとそういうかな

り宿題をいただいているので、ちょっともうちょっと時間いただいて、検討を進

めたいと考えています。 

 

（山口事務局長） 

 よろしいでしょうか。 

 

（上山特別顧問） 

 これは、この２ページの表が、全体像なんだけど、結局、縦割り問題、横割り
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問題という言い方をあえてすると、府と市の統合という切り口では、これをやっ

ているのだけど、今の縦割りを一応前提に、とりあえず出すという作業をやって

いると思うのです。例えば、病院統合というのは、Ａ項目だから載っていないけ

ども、病院統合という作業をやっている。それから、市立大学の中で、やっぱり

病院があったり学部がある。それから、ここに保健医療財団があり、環境保健協

会、３番のところがある。それから公衆衛生研究所もある。これはよく考えると、

保健医療関係という大きなグループができる。さっき、小河さんがおっしゃった

交通関係とか、インフラ関係も、埠頭だけたまたま上がっているけど、ニューヨ

ーク、ニュージャージーなんかだと、埠頭も、トンネルも、道路も、地下鉄も全

部、トータルで見ている。運営、オペレーションは別々の方針でいいと思うんだ

けど、ガバナンスといいますか、経営の意思みたいなところは、やっぱりもっと

大くくりで掲げて見ていくような何かがないといけない。たまたま今、統合本部

の中には都市魅力創造とか、グランドデザインとか、何かガバナンス的な、こう

いう事業の塊、こういった議論の場所があるけれども、恐らくそういう形の、何

かこれ１個ずつ、府と市とただ足していくんじゃなくて、もうちょっと大きなく

くりで、戦略的に見ていくような塊を、ちょっとＢ項目の作業の中に入れていく

必要があるのじゃないかなと。ちょっと問題提起です。 

 

（京極事務局次長） 

 やっていくうちに、いろいろ問題点が、戦線拡大していっている状況でござい

まして、できるだけ６月に間に合わせるものと、それ以降に、引き続いて、いわ

ゆる市府のガバナンスとして、マネジメントとしてどういう組織、運営形態をさ

らに一つ加えたほうがいいのかというふうな視点での課題整理ぐらいは、６月に

なってやれるように頑張りますので、よろしくお願いします。 

 

（山口事務局長） 

 それでは、よろしいでしょうか。 

 まず第一段階として、６月までちょっと申しわけないんですが、縦系列でまず

出させていただいて、しっかり御議論いただくものを出していくということで、

作業進めていきたいというふうに考えてございますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

 それでは、ほかになければ、以上で、本日の会議を終了させていただきます。 

 本当に、お疲れさまでした。ありがとうございました。 
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論点整理にあたっての視点

■基本的な考え方
○新たな大都市制度移行後の出資法人や施設のあるべき姿はどうか

・そもそも府市で行っている当該事業・施設を存続させる必要があるか
・行政が関与する必要があるか（民間にできることは民間にまかせる）
・行政が関与する必要がある場合、広域的事業か基礎的事業か
・現在の実施主体（施設）において引き続き行う必要があるか

○あるべき姿を実現するために、取り組むことは何か

■各事業等の整理の視点
○事業分析に基づき、事業の仕分け（広域・基礎・廃止等）とあるべき形態、当面の取組み
について論点整理

〔出資法人〕 法人が行う必要性を検証した上で、組織や運営体制の一本化に加え、当面の効率化・
連携方策などを検討

〔施 設〕 府市の施設の統合や運営主体の一本化ができないか、または指定管理者を同一に

するなどの工夫についても検討
〔共 通〕 利用者の視点で、サービス向上と運営効率化を追求

【参考】 これまでの作業状況
２月１３日 第６回府市統合本部会議で先行検討項目（２２項目）を選定
～４月上旬 府市カウンターパート間で事業分析を実施
４月１７日 論点整理及び基本的方向性に向けて、副知事・副市長間で今後の進め方を協議
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大阪府 大阪市

1 信用保証協会 信用保証協会

2 国際交流財団 国際交流センター

3 保健医療財団 環境保健協会

4 道路公社 道路公社

5 住宅供給公社 住宅供給公社

6 堺泉北埠頭(株) 大阪港埠頭(株)

7 文化財センター 市博物館協会
（発掘調査業務のあり方）

（出資法人）
サービスや利用者の重複、財務や投資の状況などを整理分析し、

あるべき姿を検証

Ｂ項目／先行検討リストＢ項目／先行検討リスト

大阪府 大阪市

8 産業技術総合研究所 工業研究所

9   公衆衛生研究所 環境科学研究所

（公設試験施設）
検査・研究機能のあり方や経営形態などについて整理分析し、

あるべき姿を検証

（集客施設【公の施設等】）
サービスや利用者の重複、収支コスト、公民の役割分担などを

整理分析し、あるべき姿を検証

大阪府 大阪市

10 府立中央図書館 市立中央図書館

11 府立体育会館 市立中央体育館

12 門真スポーツセンター 大阪プール

13 府立大型児童館ビッグバン キッズプラザ大阪

14 大阪国際会議場 インテックス大阪

（その他の施設【公の施設等】）
府市の役割分担やサービスの必要性などを整理分析し、

あるべき姿を検証

大阪府 大阪市

15 こども青少年施設 こども青少年施設

16 障がい者交流促進センター 障害者スポーツセンター

17 マイドームおおさか

（産業振興機構）
産業創造館
（都市型産業振興センター）

18 ドーンセンター クレオ大阪

19 府立高校
20 府立支援学校

市立高校
市立特別支援学校

21 こころの健康総合センター こころの健康センター

22 犬管理指導所 動物管理センター
2



法人の概要

中小企業者等に対する金融の円滑化を図り、その健全な発展に資することを目的とした信用保証

業務の実施

【項目： 大阪府中小企業信用保証協会・大阪市信用保証協会 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府中小企業信用保証協会 大阪市信用保証協会

所管部局名 商工労働部金融支援課 経済局産業振興部金融課

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人：特別法に基づく法人） 外郭団体（監理団体：特別法に基づく法人）

職員数 正職員334人（H23.4.1） 正職員93人（H23.4.1）

利用料収入 【保証料】　28,016百万円（H22年度実績） 【保証料】　8,617百万円（H22年度実績）

利用（者）件数
【保証件数】 177,647件、【利用企業数】　100,111社

【保証債務残高】 2,728,059百万円　（H22年度末時点）

【保証件数】58,822件、【利用企業数】35,931社

【保証債務残高】 803,629百万円　　（H22年度末時点）

出資比率（上位５位） 大阪府41.1％（うち国15.9％）、金融機関58.9％ 大阪市33.7％、金融機関66.3％

運営費 　― ー

建設費 　― ー

(制度融資損失補償金) H23当初予算額 7,285百万円 （代位弁済補助金（差引税等））H23予算額3,190百万円

H22決算額6,734百万円　H21決算額7,184百万円 H22決算額5,768百万円、H21決算額1,889百万円

根拠法

法的制約

事
業
規
模

国
庫
等

府市からの補助金等

信用保証協会法

解散・合併を行うには信用保証協会法の規定に基づき、理事の３分の２以上の者の同意を経て主務大臣の認可を受ける必要が

ある。
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分析の視点 主な論点（試案）

○信用保証事業の現状評価

・信用保証事業の社会コスト分析

➣社会コスト（国税、地方税を通じた負担コスト）※

は、増加の一途

➣要因は、①代位弁済率の高さ

②回収率の低下

※中小企業者が保証付き融資を返済できなかった場合、保証協会が金融

機関へ代位弁済を行うが、その負担は、中小企業者が支払う信用保証

料以外に、国税（日本政策金融公庫の信用保険）や地方税（一部制度

融資では地方自治体が損失補てんを実施）でカバーされている。

○健全運営への方向性

・適正な社会コスト水準を想定した運営

➣ 代位弁済率の適正化

①スコアリングモデルの改善

②保証担当者のスキル強化

③外部人材登用 など

➣ 回収の強化

①回収部門の人員増強

②回収部門人材のスキル強化

③外部人材登用 など

【取組による期待効果】

○経営・行政の効率化

・審査・回収等に係る業務スキルの向上

・間接部門などの経費減

・行政の監督業務減

○統合する場合の最適な手法の検討

・中小企業への資金供給の円滑化や社会コストの軽減に資する

統合のあり方

・手法については

「合併」「市協会清算による統合」「事業譲渡」など、複数の手法

について検討

○統合に向けた諸課題の整理

・許認可庁（金融庁、中小企業庁）の許可、統合プロセス、マネジ

メント体制及び組織体制、両協会の保証債務等の取扱い、府市の

財政負担のあり方、関係機関等との調整 など

作業状況

○府市ワーキンググループ協議 平成24年1月25日

○外部委員ヒアリング

2月 7日 府市の考え方を聴取

2月21日 府市保証協会の現状分析

3月 6日 〃 、府市保証協会ヒア

3月21日 〃

4月 3日 〃 、府市保証協会ヒア

4月17日 〃

【項目：信用保証協会 】
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法人の概要

【国際交流財団】大阪の国際化と府民の国際交流の促進を図り、国際都市大阪の発展と国際親善に寄与することを目的

とした事業を実施。

【国際交流センター】市民レベルの相互理解の増進と友好親善の促進、さらには大阪の国際化を先導する拠点として、

大阪を中心とした関西一円において様々な事業を実施。

【項目：（公財）大阪府国際交流財団・（公財）大阪国際交流センター 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府国際交流財団 大阪国際交流センター

所管部局名 府民文化部 都市魅力創造局 国際交流・観光課 政策企画室国際交流企画担当

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人） 外郭団体（監理団体）

予算額 136百万円 706百万円

職員数 常勤役員1人、常勤職員2人、嘱託等9人 常勤役員2人、常勤職員25人

利用料収入 オリオン寮居室料収入22百万円 施設収入457百万円

利用（者）件数 オリオン寮入居者数840人（年間延人数）　相談件数1,214件 インフォＣ入館者数8万人、相談件数2,581件

出資比率（上位５位） 府99.9%（50.3億円：H.22末基本財産 39.9億円）、民間0.1% 市100%（2億円）

運営費（ランニングコスト） ー 大阪市国際交流振興基金

建設費 118百万円　留学生宿舎建設奨励金（H5･6） 一部地方債を充当

府市からの補助金等 委託料7,220千円、補助金1,460千円 委託料30,593千円、交付金114,273千円

根拠法 「地方公共団体における国際交流の在り方に関する指針」（昭和62年3月自治省）など

法的制約 統合には、両財団法人の決議、国等の認可が必要

国
庫
等

事
業
規
模
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分析の視点 主な論点（試案）

○大阪府国際交流財団
・存続期間を10年間と定め、大阪府国際化戦略
の目標を達成するため、基本財産を取り崩し
「グローバル人材の育成」「外国人の受入環境
整備」に重点的に取り組む

○大阪国際交流センター
・市からの交付金を基に、国際交流・協力の促進、
外国人が暮らしやすい地域づくり、国際化の担
い手の育成などを図る事業を実施

・財団が管理運営している施設について、民営化
を検討

○双方で重複した事業を実施
・留学生のための就職支援
・外国人への情報提供、相談の実施
・国際交流情報の収集・発信 など

【取組による期待効果】

・情報収集・発信力の強化

・重複の整理による事業の効率化

○国際交流事業における広域・基礎自治体としての役割分担およ
び重複事業の整理

○大阪府国際交流財団にかかる既定方針（１０年間で廃止）との
考え方の整理

○大阪国際交流センターの管理運営業務の民営化に伴う自立的
財政基盤の確保

＜統合する場合の論点＞

○財団のあり方（統合手法、組織体制など）

○財団における事業の運営方法と財源の整理

作業状況

○ 平成23年12月27日～ 府市での検討開始

•現状課題と統合課題について検討

•大阪国際交流センターの施設活用の検討

○ 平成24年３月７日～ 府市両財団を交えての検討開始

•府市で重複している事業の洗い出し、広域・基礎の仕分け

【項目：（公財）大阪府国際交流財団・（公財）大阪国際交流センター 】
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法人の概要

【保健医療財団】府民の健康の保持及び増進を図るため、がん・生活習慣病の予防、その他の公衆衛
生及び医療に関する各種事業を実施

【環境保健協会】市民へのがん検診や保健指導をはじめとする一日ドックなどの検診事業等を実施

【項目：㈶大阪府保健医療財団・㈶大阪市環境保健協会 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） （財）大阪府保健医療財団 （財）大阪市環境保健協会

所管部局名 健康医療部健康づくり課 健康局健康推進部健康施策課

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人） 外郭団体（監理団体）

予算額 3,176百万円（うち中河内救命救急Ｃ分1,750百万円） 1,244百万円

職員数
常勤160人（うち府ＯＢ7人）

*中河内救命救急C83人（H23.7.1）
常勤66人（うち市ＯＢ11人）（H23.7.1）

利用料収入 1,698百万円（うち中河内救命救急Ｃ分772百万円)492百万円

利用（者）件数 （がん検診）16.7万人、（特定健診）1.2万人 （総合健診C）4.0万人、（特定健診）3.0万人

出資比率（上位５位） 府48.7％、府医師会40.5％、府歯科医師会2.7％、府薬剤師会2.7％ 市100%

運営費（ランニングコスト） 　― 　―

建設費 　― 　―

府市からの補助金等 1,218百万円（うち中河内救命救急Ｃ分677百万円） 　―

根拠法

法的制約

事
業
規
模

国
庫
等

　―

　―
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分析の視点 主な論点（試案）

○ 対象地域は異なるものの、がん検診や特定健診をともに
実施しており、事業内容の一部が類似

（大阪府保健医療財団 ※公益財団法人へ移行予定）
がん検診・特定健診のデータ分析により、市町村等への
指導・助言をすることで技術水準の維持向上を目的とする
①がん検診事業
・府内がん検診の精度管理
・車検診による検診不足地域への支援

がん検診 170,000件
特定健診 12,000件

②循環器病予防事業
・市町村特定健診等の分析・評価・効果的取組の支援

③大阪府立中河内救急救命センターの運営

（大阪市環境保健協会 ※一般財団法人へ移行予定）
大阪市民を対象とした住民健診の実施など基礎自治体が
行う事業を実施
①特定健康診査・がん検診

特定健診 30,000件
がん検診 50,000件

②総合健診センター事業
人間ドック 9,000件
定期健康診断 25,000件

③先天性代謝異常検査 23,000件
④訪問看護事業

【取組による期待効果】
・類似業務の整理、統合

○下記の事項に留意した上で、両財団のあり方、統合の可能性に

ついて検討

・財団が進めている今後の方向性の違い

保健医療財団：公益財団法人

環境保健協会：一般財団法人

○事業内容の類似範囲の縮小について

・がん検診における車検診 など

○両法人が当面行いうる事業連携について

作業状況

・平成24年２月 大阪府市で打ち合わせ

・２月～ 大阪府市にて事業分析を作成

【項目：㈶大阪府保健医療財団・㈶大阪市環境保健協会 】
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法人の概要
【府道路公社】府域において有料道路(鳥飼仁和寺大橋、堺泉北、第二阪奈、南阪奈、箕面）を維持管

理

【市道路公社】市域において有料道路事業駐車場８箇所、買取駐車場２箇所、道路高架下駐車場１６３

箇所と尻無川新橋（有料）を維持管理

【項目：大阪府道路公社・大阪市道路公社 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府道路公社 大阪市道路公社

所管部局名 都市整備部道路整備課 建設局道路部調整課

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人：特別法に基づく法人） 外郭団体（監理団体：特別法に基づく法人）

予算額 10,634百万円(収入、支出) （H23年度予算） 5,568百万円(収入)、5,554百万円(支出) （H23年度予算）

職員数
41人（うち役員2人、派遣職員22人、ＯＢ8人、嘱託員9人）

（H23.7.1）

23人 (うち役員2人、固有職員8人、派遣職員2人、OB4人、

嘱託職員7人)　　　　　　　　　　　（H23.7.1）

利用料収入 9,357百万円（H22年度決算）
1,527百万円(駐車場(一時利用))、1,231百万円(駐車場(月極))、

　231百万円(有料橋)   　　　　　 （H22年度決算）

利用（者）件数 4,313万台／年(有料道路)【通行台数】（H22年度決算）

142万台／年(駐車場(一時利用))【駐車台数】、

5千台／月(駐車場(月極))【契約台数】、

239万台／年(有料道路)【通行台数】   （H22年度決算）

出資比率（上位５位） 大阪府100％ 大阪市100％

運営費

建設費 借入金1,788億円 うち償還残額736億円（H22年度末）

借入金523億円 うち償還残額189億円

(現行契約では、償還期限は平成33年度まで)　（H22年度末）

※別途、建設資金償還に伴う資金借入金194億円、出資金34億円

府市からの補助金等 有料道路建設資金借入金の利子補給補助124百万円　（H23年度予算）
道路公社駐車場建設資金償還に伴う資金借入金利子補給補助 379百万円、

道路公社駐車場建設資金借入金利子負担金 102百万円 　　（H23年度予算）

根拠法

法的制約

事

業

規

模

国

庫

等

地方道路公社法、道路整備特別措置法

公社法上、公社は、都道府県又は政令で指定する人口50万人以上の市でなければ、設立することができない。合併規定なし。
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分析の視点 主な論点（試案）

○主な事業

・市公社と府公社は管理施設が異なる。

市公社 ： 主に駐車場を管理

府公社 ： 有料道路のみを管理

○財務状況

・市公社の経営については、経営改善計画策定後も厳しい状況

にあり、経営の継続性には不確定要素あり

・今後もこのような厳しい状況が続くと、市公社の解散時の残債

務額が膨らむおそれ

○公社の方向性

・市公社については、主に駐車場を管理しているため、「民間に

できる事業は民間で行う」という考えのもと、駐車場施設売却

の可能性等も視野に入れて、今後の市公社の方向性を検討

・府公社は、阪神高速道路㈱等との統合に向けて検討中

【取組による期待効果】

・両公社の事業内容、役割、今後の方向性は異なるため、統合

によるメリットは管理部門のコスト低減など限定的

○大都市制度移行にあたっての公社のあり方

・統合によるメリットが少ないことから、両公社それぞれの今後
のあり方も含めて検討

・市公社においては、現在の財務状況から解散も視野に入れ
た課題整理が必要

○市公社の解散を想定した場合の課題

・借入金の償還、市の債務保証による残債務処理

・公社管理駐車場の管理主体の検討など

（参考）

地方道路公社法上、都道府県又は政令で指定する人口50万人以
上の市でなければ設立できない（→本来、広域的業務）

作業状況

平成24年3月13日、4月10日

事業分析、今後の府市における公社改革の取り組み方針の比
較、方向性検討

【項目：道路公社 】
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法人の概要

地方住宅供給公社法に基づき事業を実施
主要事業○直轄事業：賃貸住宅等事業、宅地管理事業（府のみ）

○受託事業：府営（市営）住宅管理事業

【項目：大阪府住宅供給公社・大阪市住宅供給公社】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府住宅供給公社 大阪市住宅供給公社

所管部局名 住宅まちづくり部居住企画課 都市整備局総務部総務課、企画部住宅政策課

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人：特別法に基づく法人） 外郭団体（監理団体：特別法に基づく法人）

職員数 578人(うち非常勤312人） 349人(うち非常勤等214人）

公社賃貸住宅管理戸数 22,135 3,603

府営・市営住宅管理戸数 120,079 101,302

事業収益（H22決算：億円） 388 175

資産額（H22決算：億円） 2,582 965

借入金残高（H22決算：億円） 1,812 689

出資比率（上位５位） 大阪府全額出資 大阪市全額出資

府市からの補助金等（Ｈ22）
高齢者向け優良賃貸住宅整備費補助金　238百万円

事業資金借入に対する利子補給　         266百万円

地域優良賃貸住宅供給促進事業建設費補助金　136百万円(H23年度限り）

大阪市住宅市街地総合整備事業補助金　　　　  55百万円(H23年度限り）

事業資金借入に対する利子補給　　　　　　　366百万円

根拠法

法的制約

地方住宅供給公社法

公社法上、公社は、都道府県又は政令で指定する人口50万以上の市でなければ、設立することができない。合併規定なし。

事

業

規

模

等
（

H
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年

度
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）
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分析の視点 主な論点（試案）

○主な事業
１．府住宅供給公社
賃貸住宅等管理事業（直接建設）
・一般賃貸 20,006戸（市域1,153戸）
・高優賃 1, 544戸（市域 275戸）
・特優賃 585戸（市域 234戸）

宅地管理事業
府営住宅管理事業
・管理代行 117,927戸（H23年度末）
⇒H24年度から指定管理者として64,288 戸を管理

２．市住宅供給公社
賃貸住宅等管理事業（直接建設）
・一般賃貸 1,851戸
・高優賃 342戸
・特優賃 1,410戸

市営住宅管理事業
・管理代行 87,732戸（H23年度末）
⇒H25年度中の指定管理者制度導入を予定

○財務状況
・府公社は監査法人による外部監査を導入し「A＋」の格付けを取得。
H23年度に公社債（5年債、0.794％）を発行し、資金調達を実施
・市公社は、公認会計士事務所による外部監査を実施
○組織のスリム化の状況
・府公社は職員の削減計画に基づき削減を実施
H20；319人（別途非常勤330人）⇒H24；204人（別途非常勤205人）
・市公社は、市派遣職員の大幅な引き揚げを実施。市営住宅指定管
理の選定結果次第では余剰人員が発生する可能性もあるが、適切
な人員体制の整備を行っていく

【取組による期待効果】
・入居希望者へ提供可能な賃貸住宅情報の増加など、市内の窓口一
本化によるサービス向上
・総務部門等の重複している部門の効率化

○大都市制度移行にあたっての公社のあり方

・地方住宅供給公社法上、合併の規定がない

・当面両公社において経営改善を引き続き進めるとともに、統
合の手法について検討

○統合する場合の課題

・資産・負債の整理

・適正人員による体制整備

・府市公社賃貸住宅の間で異なる運用（収入基準等）、各種業

務システムの改修など、事業継続にあたっての調整

（参考）

地方住宅供給公社法上、都道府県又は政令で指定する人口50万
人以上の市でなければ設立できない（→本来、広域的業務）

作業状況

○両公社の現状把握 （府・市・府公社・市公社の４者）

平成24年1月26日 今後の進め方の確認

2月10日 府市公社の財務状況等の確認

2月17日 〃

2月24日 府市公社の事業内容等の確認

3月 2日 〃

○現在、両公社の事業を比較分析中

○市公社の指定管理業務等の受託状況が判明した段階で一元化

によるメリット、デメリット整理

【項目：住宅供給公社 】
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法人の概要

【堺泉北埠頭】府営港湾における公共燻蒸上屋の管理運営、定温上屋・貨物保管ヤード等埠頭施設の
建設、賃貸、管理運営

【大阪港埠頭】大阪港におけるコンテナ・ライナー・フェリーターミナル全体（岸壁、荷捌き地、荷
役機械等）等の建設及び管理運営

【項目：堺泉北埠頭㈱・大阪港埠頭㈱ 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 堺泉北埠頭株式会社 大阪港埠頭株式会社

所管部局名 港湾局 港湾局

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人：株式会社） 外郭団体（監理団体：株式会社）

予算額 営業収益1,022百万円、営業費用904百万円（H23年度予算） 営業収益  6,267百万円、営業費用  5,637百万円（H23年度予算）

職員数 常勤役員1人、常勤社員11人（H23.7.1現在） 常勤役員３人、常勤職員  48人（H23.7.1現在）

利用料収入
1,035百万円（青果事業338百万円、埠頭上屋事業326百万円、埠頭中古車ストッ

クヤード事業350百万円、埠頭その他事業21百万円）（H22年度決算）

6,430百万円（外貿埠頭4,252百万円、フェリー882百万円、港湾事業348百万

円、受託事業921百万円、雑収入27百万円 ）（H22年度決算）

利用（者）件数

堺青果センター １所、１者（シトラス類取扱量の関西シェア約53％：H22）

上屋 7棟、延べ10者

ストックヤード 25ha、延べ10者（輸出中古車取扱全国ｼｪｱ約11％：H23）など

コンテナ７バース　延べ９者、ライナー７バース　11者、フェリー６バース

延べ６者 など

出資比率（上位５位） 大阪府54.4%、泉大津埠頭㈱6%、堺市・りそな銀行・三菱東京UFJ銀行・三井住友銀行各5% 大阪市99.91％、三菱東京UFJ銀行・三井住友銀行・みずほ銀行各0.03%

運営費

建設費

港湾機能高度化施設補助金（H22年度）　110百万円 ・建設事業資金貸付金（S57～H22年度）

　事業費 45,835百万円　貸付額9,637百万円、残債額2,202百万円

　残償還年数20年

・港湾機能高度化施設補助金（H18～H21年度）　97百万円

府市からの補助金等

出資金　50.9百万円 ・建設事業資金貸付金（S57～H22年度）

　事業費53,232百万円　貸付額27,471百万円 　残債額6,153百万円

　残償還年数20年

・港湾機能高度化施設負担金（H18～H19年度）　51百万円

・出資金  30,120百万円

根拠法 会社法 会社法、港湾法、特定外貿埠頭の管理運営に関する法律

法的制約 国土交通大臣の認可

事

業

規

模

国

庫

等
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分析の視点 主な論点（試案）

○港湾運営の一元化により、阪神港の国際競争力強化、

物流の効率化及び埠頭の管理コストの削減・サービ

ス水準の維持向上をめざす

○そのため、民間活力を取り入れた機動的かつ効率的

な港湾運営への変革

〔堺泉北埠頭㈱〕

・府営港湾業務については、可能な業務から、堺泉北埠頭㈱へ

順次移管し、利用者の立場に立ったサービスの向上を図る

・（仮称）阪神港埠頭㈱への経営統合をめざす

〔大阪港埠頭㈱〕

・コンテナを営業の基本とし、民間からの人材・資本の導入など民

の視点から阪神港のコンテナターミナルを一元的に経営するため、

平成27年の神戸港埠頭㈱との経営統合をめざす

○両埠頭株式会社の事業内容の比較

＜主な事業内容＞

堺泉北埠頭㈱：青果センター 7棟、中古車ストックヤード 4か所、

上屋 7棟

大阪港埠頭㈱：コンテナ埠頭 7バース、ライナー埠頭 7バース、

フェリー埠頭 9バース、上屋 3棟

【取組による期待効果】

総務部門の一元化などによる効率化

○大阪港埠頭㈱と堺泉北埠頭㈱の組織業務と統合のあり方につ
いては、大都市制度移行後の府市港湾事業のあり方（経営形態
の見直し等）と併せて検討

作業状況

平成23年12月22日 検討開始

平成24年 1月 5日 統合のメリット、事業の考え方等

1月30日、2月20日・24日・27日、3月 1日・15日

・19日・26日、4月4日・12日・19日、5月1日 同上

【項目：堺泉北埠頭㈱・大阪港埠頭㈱ 】
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法人の概要

府内（市内）で実施する埋蔵文化財発掘調査業務の実施

【項目：(公財)大阪府文化財センター・(公財)大阪市博物館協会の発掘調査事業 】

15

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府文化財センター(埋蔵文化財調査業務） 大阪市博物館協会　大阪文化財研究所

所管部局名 教育員会文化財保護課 ゆとりとみどり振興局・教育委員会事務局

現在の経営形態 出資法人等（指定出資法人） 外郭団体（監理団体）

予算額 1,166百万円 913百万円

職員数 調査担当文化財専門職37人（H23.7.1） 22人（H23.4.1）

利用料収入 　― ー

利用（者）件数 25件（調査受託件数） 140件（調査受託件数）

出資比率（上位５位）
㈶府博物館協会86.1％、府8.6％、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ㈱

4.3％、(宗)四天王寺0.4％
大阪市75％、民間25％

運営費 　― ー

建設費 　― ー

府市からの補助金等 470百万円（Ｈ23の委託料） 550百万円（Ｈ23の委託料）

根拠法

法的制約

事

業

規

模

国
庫
等

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法

律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

ー



分析の視点 主な論点（試案）

○発掘調査体制

○発掘調査事業の受託状況
面積、件数、受託額

○組織体制
常勤職員数、人件費積算単価

○財務状況
収入構造、支出構造

【取組による期待効果】
・蓄積された発掘調査技術の共有化や幅広い人材交流による
発掘調査の精度の向上と効率化

広域自治体と基礎自治体が担うべき発掘調査の役割分担の整理
をした上で、
○自治体と財団法人の役割分担の整理

○統合の対象範囲及びその手法の検討

○両法人における次のような相違の調整

・給料表、受託方法、設計・積算基準、調査方法

の相違など

※博物館の運営については、一体的運営をめざした経営形態を

検討中（A項目）

作業状況

○カウンターパート間で協議・情報交換

平成24年2月21日 発掘調査の府市役割分担について

2月27日 事業分析の項目と実施方法

3月 9日 収集データの相互利用

4月 6日 事業分析の実施について

4月16日 事業分析結果の突合

5月1日 事業分析結果の検討

その他、随時情報交換

【項目：（公財）大阪府文化財センター・（公財）大阪市博物館協会 】

（役割分担）
・大阪府文化財センター
→大阪府内の国・旧公団事業及び府事業

・大阪文化財研究所
→大阪市内の国・旧公団事業、市事業及び民間事業
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法人の概要

産業技術の研究・支援を推進し、企業と共に新しい価値を創造し、技術相談・指導、依頼試験、
研究活動を通して、中小企業が抱える様々な技術的課題の解決に取り組む。

【項目:(地独)大阪府立産業技術総合研究所・(地独)大阪市立工業研究所】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 地方独立行政法人大阪府立産業技術総合研究所 地方独立行政法人大阪市立工業研究所

所管部局名 商工労働部商工振興室経営支援課 経済局産業振興部産業振興課

現在の経営形態 地方独立行政法人 地方独立行政法人

予算額 2,283百万円（Ｈ24年度） 1,564百万円（H23年度）＊

職員数 149人（研究職121人、事務系職員28人）(H24.3末) 94人（研究職80人、事務系職員14人）(H24.3末)

利用料収入

281百万円（H22年度実績）

【依頼試験分析】143百万円 【機器開放】107百万円

【受託研究】31百万円

219百万円（H22年度実績）

【依頼試験分析】41百万円 【機器開放】3百万円

【受託研究】162百万円 【その他】13百万円

利用（者）件数

（H22年度実績）

【技術相談】57,825件／年

【依頼試験分析】 5,514件(17,303点)／年

【機器開放】7,826件／年 【受託研究】 55件／年

（H22年度実績）

【技術相談】24,031件／年

【依頼試験分析】7,591件／年

【機器開放】678件／年 【受託研究】686件／年

出資比率（上位5位） 大阪府（100％） 大阪市（100％）

運営費 　― -

建設費 【地方債】償還残額19,651百万円 残償還年数14年 -

府市からの補助金等 運営費交付金1,921百万円（H24年度予算） 運営費交付金1,197百万円（H23年度予算）＊

根拠法

法的制約

＊　予算額、運営費交付金については大阪市のH24年度予算が暫定予算のため、市工研分についてはH23年度分を記載

事
業
規
模

国
庫
等

地方独立行政法人法

地方独立行政法人法には、地方独立行政法人同士の統合について規定されていない
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分析の視点 主な論点（試案）

○両研究所の主たる対象領域（強みを有する分野）
（産技研）金属、電気・電子、機械・加工等
（市工研）化学、高分子材料、ナノ材料、バイオ等

○両研究所の主たる技術支援機能
（産技研）設備開放、依頼試験等による企業支援
（市工研）受託研究等の研究開発支援

○両研究所の今後の連携強化策
〔例示〕
①運営体制：合同役員会の設置、顧客サービスの

企画の一元化、広報活動の一元化、
各種システムの共通化等

②企業支援：共同技術相談窓口の設置、共通サービ
スの料金・手続の統一、両研究所共同
での研究開発の実施等

【取組による期待効果】

・幅広い分野における知と技術の支援拠点の形成
・両研究所の得意分野を融合させた共同研究等による
イノベーションの創出

・間接部門の一元化・効率化
・意思決定の一元化による効果的な設備投資や研究開
発の実施

○両研究所の連携強化策の検討
・双方の強みや特徴を活かした相乗効果を創出し、中小企業
の利便性を向上させる連携強化策を検討

○事業者へのサービス提供体制最適化の観点からの統合の進
め方
・現行地方独立行政法人法では、法人の統合規定がないため、
法的課題を踏まえた統合手法等の検討が必要
・統合に先立って、企業支援業務や研究開発業務等の業務プ
ロセスの共通化に着手
・意思決定一元化等によるガバナンス強化

作業状況

○外部委員との会議等

平成24年2月 6日 市工研視察

2月29日 市工研の事業分析、今後の進め方

3月15日 統合に向けた課題整理、連携強化策

4月 9日 同 上

○両研究所によるWG会議の実施

平成24年2月22日 連携強化策の検討

3月 5日 統合に向けた課題整理、連携強化策

※別途、個別課題ごとにWGを設置し、会議を実施

【項目:(地独)大阪府立産業技術総合研究所・(地独)大阪市立工業研究所】
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施設の概要

保健衛生行政を科学的・技術的に支援する中核機関として、①調査・研究②試験・検査③研
修・指導④公衆衛生情報等の収集・解析・提供の業務を行う施設

【項目:大阪府立公衆衛生研究所・大阪市立環境科学研究所】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 府立公衆衛生研究所 市立環境科学研究所

所管部局名 健康医療部環境衛生課 健康局

現在の経営形態 直営 直営

予算額 339百万円（H23当初予算） 323百万円（H23当初予算）

職員数 111人（再任用6人、嘱託3人、他1人）（H24.4） 96人（再任用4人、嘱託9人）（H24.4）

利用料収入 【検査手数料】26百万円 【受託事業】13百万円(H22決算） 【検査手数料】207百万円【研究手数料】64百万円(H22決算）

利用（者）件数 【検査件数】　28,638件／年（H22） 【検査件数】11,105件/年【調査】31件/年（H22）

出資比率（上位５位） ー ー

運営費 【国庫】４百万円（H23当初予算） 【国庫】5百万円（H23当初予算）

建設費 【地方債】償還残額102百万円、残償還年数24年

府市からの補助金等 ー

根拠法

法的制約

事
業
規
模

国
庫
等

地方衛生研究所設置要綱（厚労省次官通知）

－
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分析の視点 主な論点(試案)
○両研究所の対象領域
（公衛研）保健衛生分野（感染症、食品、医薬品ほか）
（環科研）保健衛生分野（ 概ね同上 ）

環境分野（大気、廃棄物ほか）

○分野別ＴＦを設置
・両研究所の業務内容の異同を確認
・業務ごとのミッション（使命）の明確化
・統合による発展可能性、業務の効率化を検証

○分野別業務の検証
・検査機能を精査し、民間での実施可能性を検証
・試験検査における研究所と保健所の役割の整理

○両研究所の事業の検討
・環境分野における環科研・大阪府環境農林水産
総合研究所の役割の整理

・栄養専門学校のあり方及びそのメリット・デメ
リットを検討

【取組による期待効果】
・機能統合等により、それぞれの強みを活かした
研究・検査機能の発揮が期待

・両研究所の重複分野の一元化により、機器等の
効率的な活用による検査機能の向上

など

○望ましい統合のあり方(施設統合・運営一本化）
※公衛研(昭和34年設置)の老朽化への対応も要考
慮

○統合すべき機能の範囲
・環科研に存在する環境分野、栄養専門学校の取
扱いについて

○統合に向けた課題整理
・検査業務の選択と集中

など

作業状況

【項目:大阪府立公衆衛生研究所・大阪市立環境科学研究所 】

20



施設の概要

府立中央図書館：延床面積30,770㎡、蔵書数185万冊・国際児童文学館73万点、H8開設
府立中之島図書館：延床面積6,897㎡、蔵書数55万冊、M37開設
市立中央図書館：延床面積34,533㎡、蔵書数184万冊、H8開設

【項目：府立中央図書館・市立中央図書館 】

21

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府立中央図書館・中之島図書館 大阪市立中央図書館

所管部局名 大阪府教育委員会事務局地域教育振興課 大阪市教育委員会事務局

現在の経営形態 直営、管理運営業務の一部民間委託 直営、運営業務の一部民間委託

予算額 1,506百万円（人件費含む） 1,532百万円（人件費及び地域図書館23館の一元的管理経費含む）

職員数 （常勤）88人、（非常勤）16人 （常勤）80人、（非常勤）39人

利用料収入 【ホール等】24百万円（中央図書館） ー

利用（者）件数

【H22年度】

【利用者数】970,299人　【蔵書検索検索回数】4,657,207件

【横断検索検索回数】664,486件　【個人貸出冊数】1,188,368冊

【協力貸出冊数（府内市町村・府外図書館等）】76,100冊

【調査相談件数】168,318件　【複写枚数】 847,301枚

【利用者数】1,760,655人　【蔵書検索検索回数】4,310,583件

【個人貸出冊数】2,838,422冊　【団体貸出冊数】84,319冊

【市立図書館間相互貸借冊数】1,791,864冊

【調査相談件数】210,141件　【複写枚数】524,457枚

出資比率（上位５位） ー ー

運営費 ー ー

建設費
地方債191億円

【地方債】償還残額107.1億円、残償還年数23年（中央図書館分のみ）

地方債162億円

【地方債】償還残額94.3億円、残償還年数16年

府市からの補助金等

根拠法 図書館法、大阪府立図書館条例 図書館法、大阪市立図書館条例

法的制約

国
庫
等

図書館法第17条による、利用料無償原則。

事

業

規

模



分析の視点 主な論点(試案)

【公立図書館の法的位置づけ】

・府立中央図書館と市立中央図書館は、施設規模は類似して
いるが、法的にも設置目的、役割等が異なり、機能分化され
ている

【府立図書館と市立図書館が担うべき役割・機能】

＜大阪府立中央図書館＞
・府域図書館（市町村・学校・大学等）ネットワークの中核
・府域の市町村図書館等151館（未設置自治体含む）の支援
・府域図書館間のネットワーク構築および連絡調整
・市町村で収集困難な専門的高額資料を中心とした資料収集、
および高度・専門的サービスの提供
・府域の「図書館の図書館」としての保存機能

＜大阪市立中央図書館＞
・市内にある地域館(23館)を結ぶ大阪市域図書館の中枢
・大阪市民への直接サービスの提供
・市内23小規模地域館とのネットワークの中枢であり、バック
アップ機能
・小規模な地域館を収蔵能力で援助するための書庫機能
・自動車文庫車巡回サービスの基地機能

【取組による期待効果】
・利用者サービスの向上（ただし、段階的対応が必要）

（新たな大都市制度移行時）
○基礎自治体の図書館のあり方
・現市立中央図書館及び地域図書館のネットワーク機能の
活用

・基礎自治体としての適正な規模の新たな図書館の設置

（将来的な両施設のあり方）
○基礎自治体固有の図書館が充実し、現市立中央図書館との
ネットワーク機能の必要性がなくなったときの、現府立・
市立中央図書館のあり方

（当面）
○府立中央図書館と市立中央図書館の役割・機能を踏まえつ
つ、利用者サービスの向上に向けた効果的な運用の検討
・府、市立中央図書館の図書、資料のストック機能やネッ
トワーク機能の連携強化など
・効率的、効果的なサービスの提供（民間委託拡大の余地
の検討等）

作業状況

平成24年2月21日 現状課題の洗い出し・再編に向けたカウン
ターパート間での意見交換

2月29日、3月2日、3月9日等 基礎データの情報共有
3月11日、3月14日 事業分析についての情報共有
4月10日 論点整理に向けての情報共有
4月17日 論点整理に向けての調整

【項目：府立中央図書館・市立中央図書館 】
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施設の概要

体育会館：延床面積28,206㎡(最大収容1万人)第1・2競技場、柔道場、剣道場、多目的室、会議室等 S62開設

中央体育館：延床面積42,665㎡(最大収容1万人)メインアリーナ、サブアリーナ、柔道場、剣道場、会議室等 H8開設

【項目：府立体育会館・市立中央体育館 】

23

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 府立体育会館 市立中央体育館

所管部局名 教育委員会事務局教育振興室保健体育課 大阪市ゆとりとみどり振興局スポーツ部

現在の経営形態

指定管理

【指定管理者】南海ビルサービス（株）

（指定期間：H23.4.1～H28.3.31）

指定管理

【指定管理者】スポーツパーク八幡屋活性化グループ

代表者（㈶大阪市スポーツ・みどり振興協会）

構成員　㈱オージースポーツ、美津濃㈱、イオンディライト㈱

（指定期間：H24.4.1～H28.3.31）

予算額 210百万円 552百万円

職員数 指定管理（常勤）7人、（非常勤）6人 指定管理（常勤）17人、（非常勤）11人

利用料収入 【競技場・柔道場等】327百万円 【競技場・柔道場等】219百万円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】645,488人 【H22年度利用者数】439,574人

出資比率（上位５位） － －

運営費（ランニングコスト）なし なし

建設費
地方債53.85億円、国庫1.48億円、その他0.9億円

【地方債】償還残額18.3億円、残償還年数25年

地方債353.5億円、府補助金5.5億円、基金115.4億円　市税

12.7億円　【地方債】償還残額 204億円(H23年度末)

府市からの補助金等
（H23の補助金・委託料）なし

※指定管理者から府への納付金 127百万円

（H23の委託料(提案額)）333百万円

※H24～は新たな指定期間となり業務代行料を減額(296百万

円‐H24)

根拠法 大阪府立体育会館条例　　スポーツ基本法第12条 大阪市立体育館条例　　スポーツ基本法第12条

法的制約

事

業

規

模

国
庫
等

特になし（ただし、独法化には法令改正が必要）



分析の視点 主な論点(試案)
○公的スポーツ施設としての必要性・役割

・新たな大都市制度移行後の両施設の必要性と果たすべき役

割について、施設稼働率や利用実態から分析

・現在の施設稼働率は両施設とも高く、両施設とも大規模ス

ポーツ施設として、スポーツ利用が多いが、府市の管理運営

方針の違いを反映し、府立体育会館はプロ興行での利用も多

い

○施設の収支状況

・収入構造と支出構造

・自主事業の状況

・今後の収支見込み

○施設機能の維持経費

・施設老朽化、陳腐化への対応

・財源確保の考え方（利用料金のあり方）

【取組による期待効果】
・大規模なスポーツ大会やプロ興行の誘致における対外的な

訴求力向上と収支改善

○両施設の利用状況等を踏まえ、広域・基礎自治体としての役割

分担を整理

○上記役割分担を踏まえ、新たな大都市制度移行後における施

設のあり方を検討

○施設運営の効率化の検討（当面）

・指定管理者制度の運用改善、収益改善方策、現行指定管理の

中での両施設連携の可能性

作業状況

平成24年2月14日 各事業ごとの現状課題の洗い出し・情報交換

2月20日 事業分析の経営課題・評価

3月26日 統合等のメリット・デメリット及び今後の取組み

【項目：府立体育会館・市立中央体育館 】
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施設の概要

門真スポーツセンター：延床35,906㎡メインアリーナ(春夏プール･秋フロア･冬スケート)､サブアリーナ、プール H8開設

大阪プール：延床24,922㎡50Ｍメイン(春夏プール・秋冬スケート）、25Ｍプール H8開設

【項目：門真スポーツセンター・大阪プール 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 門真スポーツセンター（なみはやドーム） 大阪プール

所管部局名 教育委員会事務局教育振興室保健体育課 大阪市ゆとりとみどり振興局スポーツ部

現在の経営形態

指定管理

【指定管理者】オージースポーツ・ＯＧＭＰなみはやドーム共同

事業体

代表者（（株）オージースポーツ）

構成員MIDファシリティマネジメント㈱、㈱パティネレジャー

（指定期間：H22.4.1～H27.3.31）

指定管理

【指定管理者】スポーツパーク八幡屋活性化グループ

代表者（㈶大阪市スポーツ・みどり振興協会）

構成員㈱オージースポーツ、美津濃㈱、イオンディライト㈱

（指定期間：H24.4.1～H28.3.31）

予算額 610百万円 437百万円

職員数 指定管理（常勤）14人、（非常勤）10人 指定管理（常勤）3人、（非常勤）17人

利用料収入 【プール等】210百万円 【プール等】118百万円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】492,994人 【H22年度利用者数】164,611人

出資比率（上位５位） － －

運営費（ランニングコスト）なし なし

建設費
地方債307.43億円

【地方債】償還残額164.8億円、残償還年数15年

国庫補助23.6億円 地方債175.4億円 基金73.9億円

【地方債】償還残額61億円（H22年度末）

府市からの補助金等 （H23の委託料予算額）283百万円

（H23の委託料（提案額））319百万円

※H24～は新たな指定期間となり業務代行料を減額(263百万円‐

H24)

根拠法 大阪府立門真スポーツセンター条例　　スポーツ基本法第12条 大阪市立プール条例　　スポーツ基本法第12条

法的制約

事

業

規

模

国

庫

等

特になし（ただし、独法化には法令改正が必要）
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分析の視点 主な論点(試案)

○公的スポーツ施設としての必要性・役割

・新たな大都市制度移行後も両施設の必要性と果たすべき役

割について、施設稼働率や利用実態から分析

・現在の利用実態（季節によってプール・アイススケート等への

機能転換を実施、競技・プロ興行・一般アマチュア利用の傾向

差）を踏まえた公的施設としての役割のあり方

○施設の収支状況

・収入構造と支出構造

・自主事業の状況

・今後の収支見込み

○施設機能の維持経費

・施設老朽化、陳腐化への対応

・財源確保の考え方（利用料金のあり方）

【取組による期待効果】

・大規模なスポーツ大会やプロ興行の誘致における対外的な訴

求力向上と収支改善

○施設の利用状況等を踏まえ、広域・基礎自治体としての役割分

担を整理

○上記役割分担を踏まえ、新たな大都市制度移行後における施

設のあり方を検討

○施設運営の効率化の検討（当面）

・指定管理者制度の運用改善、収益改善方策、現行指定管理の

中での両施設連携の可能性

作業状況

平成24年2月14日 事業ごとの現状課題の洗い出し・情報交換
2月20日 事業分析の経営課題・評価
3月26日 統合等のメリット・デメリット及び今後の取組み

【項目：門真スポーツセンター・大阪プール】
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施設の概要

ビッグバン：児童福祉法第40条の大型児童館（府立）（平成11年開設）
キッズプラザ大阪：（財）大阪市教育振興公社が自主事業として運営する生涯学習関連教育施
設

（平成9年開設）

【項目:ビッグバン・キッズプラザ大阪】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） ビッグバン キッズプラザ大阪

所管部局名 福祉部子育て支援課 教育委員会事務局生涯学習部生涯学習担当

現在の経営形態

指定管理

【指定管理者】（財）大阪府地域福祉推進財団

（指定期間：H23.4.1～H28.3.31）

財団の自主運営

予算額 247百万円 444百万円（展示更新・改修費含）

職員数 指定管理（常勤）7人、（非常勤）7人※他、非常勤の館長あり。 （常勤）31人、（非常勤）2人　　うち補助対象19人

利用料収入 【入館料等】192百万円 242百万円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】245,122人 【Ｈ22年度利用者数】410,381人

出資比率（上位５位） ― ―

運営費 ― ―

建設費
地方債151.37億円、国庫18.00億円

【地方債】償還残額6,987百万円、残償還年数20年
―

府市からの補助金等
26百万円（H23指定管理委託料）

※別途府直執行で、施設清掃業務を活用した就労支援事業費18百万円

139百万円（H23運営等補助金、展示更新・改修費含）

※別途市直執行で、賃料353百万円

根拠法 児童福祉法40条、大阪府社会福祉施設設置条例

法的制約 設置は都道府県に限定

事
業
規
模

国
庫
等
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分析の視点 主な論点（試案）

○施設及び事業内容の相違点
事業の目的、対象、展示内容

○施設の統廃合の可能性
運営形態や行政関与のあり方の違い、入館者数

○運営団体の統合の可能性
○事業の実施状況

年間入館者数や団体利用数の推移
○行政関与の必要性

施策に合致するか
○留意すべき点
〈ビッグバン〉
・指定管理期間23～28年度
・地方債の償還残額、国庫補助金
・大型児童館は都道府県が設置 他

〈キッズプラザ大阪〉
・土地信託事業として市が開始した事業（平成9年開
館）

・事業の処理に際し、キッズプラザ大阪が入っている扇
町キッズパークの所有者である関西テレビ放送㈱/本
市/(財)大阪市教育振興公社で締結している契約
(平成39年3月31日まで)では、本市・公社は平成29年
3月31日まで解除できない

・施設機能が損なわれないよう市の適切な措置を求める
市会附帯決議が付されている 他

【取組による期待効果】
・子育て支援機能と生涯学習機能の連携によるコンテン
ツの深化

○利用者の視点では、両施設とも大型の子ども体験型施設であ
り、立地等の違い、利用者数、施設状況、運営コストや費用対
効果という点を踏まえたうえで、新たな大都市制度移行後にお
ける両施設のあり方について検討

○両施設の今後のあり方の検討と並行して、双方の施設が

相乗効果を得られる当面の連携策について早急に検討

○キッズプラザ大阪については、施設のあり方を早期に見直す

場合は、建物所有者との契約上の問題点の整理が必要

作業状況

○カウンターパート間で協議・意見交換
２月、３月に各１回を実施し、今後、双方の施設が相乗効果を
得られるよう、広報事務・企画事業等で“良いとこ連携”すること
を確認した

【項目:ビッグバン・キッズプラザ大阪】
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施設の概要
【大阪府立国際会議場】国際会議及び国内会議並びに文化、学術、芸術等各種催事の開
催

【インテックス大阪】大規模見本市、展示会の開催

【項目：大阪府立国際会議場・インテックス大阪 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 府立国際会議場（グランキューブ大阪）
インターナショナルエキジビジョンセンター，オオサカ（イン

テックス大阪）

所管部局名 府民文化部国際交流・観光課 経済局総務部国際経済課

現在の経営形態

指定管理

【指定管理者】（株）大阪国際会議場

（指定期間：H23.4.1～H25.3.31）

委託

【委託先】㈶大阪国際経済振興センター

予算額 【土地借上料等】10.3百万円 【維持補修費】18.1百万円（H23年度） 【業務委託料】547百万円 【施設改修費】381百万円（H23年度）

職員数 指定管理（常勤）23人・（非常勤）11人 22人（H23.4現在）

利用料収入
（法人収入）【施設利用料】　　　1,499百万円

（府収入）　【事務室使用料等】　　  18百万円

（市収入）1,413百万円（H22年度実績）

　【展示館賃貸料】 1,259百万円　【諸室賃貸料】 　  25百万円

　【附帯設備使用料】  　2百万円　【駐車場利用料】 127百万円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】105.6万人 【催事件数】138件 【来場者数】200万人 （H22年度実績）

出資比率（上位５位） ― ―

運営費 ― ―

建設費 地方債661.56億円 ―

府市からの補助金等 ― ―

根拠法 大阪府立国際会議場条例

法的制約

事
業
規

模

国
庫

等

ー
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分析の視点 主な論点（試案）

≪施設の機能・運営について≫
○両施設はそれぞれ異なる機能を担っており、
補完機能はあるが代替機能は有していない

※統合型リゾート構想の進捗によっては、各施設の
あり方自体について検討が必要になる可能性

※各施設の運営等については、別途、個別に検討
ないし、運営団体と協議中

【取組による期待効果】

・共同プロモーションや、多様な施設利用ニーズへの
一元的な対応など、両施設の機能連携を図ることに
より、ＭＩＣＥ誘致（※）の競争力強化に向けた相乗
効果が期待できる

○MICE機能の強化に向けて、広域インフラとしての両施設の機能
を最大化する、事業展開のあり方や集客力向上の方策を検討

○MICE誘致にかかる事業連携の検討においては、会議等（ＭＩＣ）
と展示・見本市（Ｅ）の開催手法・形態の差異が課題

作業状況

○両施設の連携によるＭＩＣＥ誘致については、これまでも夢洲・
舞洲まちづくり推進協議会の取組みの一環として設置された府・
市・経済界関係者の勉強会において、両施設の連携方策につい
て検討を進めてきた
○第１回ＷＧ 平成24年２月16日実施
→左記・上記のとおり現状、論点を整理し、認識を共有
○次回は、両施設の一元的な誘致活動のスキームや受付のワン
ストップ対応など効果的な連携方策について議論

【項目：大阪国際会議場・インテックス大阪 】

インテックス大阪 国際会議場

施設の本来機能 展示・見本市施設 国際会議施設

管理運営手法 業務委託（随意契約） 指定管理（非公募）

管理運営主体 （財）大阪国際経済
振興センター

（株）大阪国際会議場

施設敷地の
財産区分

施設・敷地とも
市普通財産

施設は府行政財産、
敷地の大半は会社所有

◇国際会議
大半が各都市で単発開催。参加者が概ね決まっている場合が

多く（学会等）、開催準備が中心
◇展示・見本市

大半が同一都市で継続的に開催。産業振興施策として、出展
者・参加者の募集や商談の調整のほか、販路開拓やビジネス
マッチングにおいて、継続したフォローアップを伴う

※ＭＩＣＥとは、企業等の会議（Meeting）、企業等の行う報奨・研修
旅行（インセンティブ旅行、Incentive Travel）、国際機関・団体、
学会等が行う国際会議（Convention）、展示会・見本市、イベント

（Exhibition/Event） の頭文字。多くの集客交流が見込まれるビジネ
スイベントなどの総称。 （観光庁ホームページより）
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施設の概要

・青少年野外活動施設（野外活動の場を提供することにより、青少年の健全な育成を図ることを目的とする施設）

府：青少年海洋センターS50開設、少年自然の家S60開設

市：伊賀青少年野外活動センターS51開設、信太山青少年野外活動センターS32開設、びわ湖青少年の家S38開設

・市立青少年センターH16開設（音楽、舞踏などの創作、発表の場を提供し、青少年の健全な育成を図ることを目的とする施設）

・市立こども文化センターS54開設（演劇、音楽などの鑑賞、創作などを通じ健全な児童の育成を図ることを目的とする施設）

【項目：こども青少年施設 】

大阪市

施設名（団体名） 青少年海洋センター 少年自然の家 伊賀・信太山・びわ湖

所管部局名 政策企画部青少年・地域安全室青少年課 教育委員会事務局地域教育振興課 こども青少年局企画部青少年課

現在の経営形態

指定管理

【指定管理者】ＮＰＯ法人ＮＡＣ、ナンブフードサー

ビス（株）、（株）ＢＳＣ・インターナショナル

（指定期間：H23.4.1～H28.3.31）

指定管理

【指定管理者】少年自然の家共同事業体

(財)大阪ユース・ホステル協会

(財)大阪府青少年活動財団

（指定期間：H23.4.1～H28.3.31）

指定管理

　【指定管理者】（財）大阪市青少年活動協会

　（指定期間：H22.4.1～H26.3.31）

予算額 290百万円（H23年度） 225百万円 192百万円（Ｈ23年度）

職員数 指定管理（常勤）27人、（非常勤）20人 指定管理（常勤）18人、（非常勤）10人 39人（嘱託職員、パート等含む　H23.4.1）

利用料収入 【宿泊等】100百万円 【宿泊等】47百万円 42百万円（Ｈ23年度）

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】65,474人 【Ｈ22年度利用者数】86,739人 【Ｈ22年度利用者数】126,216人

出資比率（上位５位） ― ― ―

運営費 ― ―

建設費 　

地方債1,151百万円、国庫165百万円、

その他80百万円

【地方債】償還残額195百万円、残償還年数14年

【補助金】

(びわ湖)   国費：14百万円(S40)

(伊賀)      国費：60百万円(S49～S51)

(伊賀)      府費：68百万円(S49)

(信太山)   国費：179百万円(S54、S56)

【地方債】償還残額142百万円

府市からの補助金等 （H23の委託料）100百万円 （H23の委託料）64百万円 ―

根拠法 大阪府立青少年海洋センター条例 大阪府立少年自然の家条例 大阪市青少年野外活動施設条例

法的制約 ー

大阪府

国

庫
等

事

業
規

模
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分析の視点 主な論点(試案)
○青少年野外活動施設の比較

・立地、営業期間、施設内容比較

・施設定員、利用者数比較等

（月別利用状況）

・５施設の利用合計では、５月の利用人数が最も多く、

４～８月で年間の約70%を占める

（宿泊利用の状況）

・宿泊利用者数の府内居住者利用割合

〔府立〕青少年海洋センター、少年自然の家 約90%

〔市立〕信太山青少年野外活動センター 約90%

伊賀青少年野外活動センター 約80%

びわ湖青少年の家 約70%

・宿泊稼働率

〔府立〕青少年海洋センター、少年自然の家 約50%

〔市立〕信太山青少年野外活動センター・

びわ湖青少年の家 約40%

伊賀青少年野外活動センター 約30%

・区分別利用割合

少年自然の家を除く４施設においては学校・青少年

団体の利用が約90%を占める

○市立青少年センター、市立こども文化センターの分析

・設置目的、実施事業、施設内容、運営形態等

【取組による期待効果】

・青少年野外活動施設の機能の重複解消

【青少年野外活動施設】

○広域自治体と基礎自治体、公民の役割分担を踏まえた施設の

運営主体のあり方を検討

・利用者視点（利用者属性等）に立った運営主体のあり方の最適

化

・施設の老朽化による将来の改修経費の負担等を踏まえた施設

のあり方の検討（廃止・売却等）

【市立青少年センター、市立こども文化センター】

○基礎自治体で担うべき機能として、市において施設のあり方に

ついて検討

作業状況

平成24年2月20日 Ｂ項目カウンターパートとして、今後の進め方

について打合せ

2月24日 双方の事業分析資料すり合わせ

【項目：こども青少年施設 】
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施設の概要

障がい者スポーツの拠点施設
（身体障害者福祉法第３１条に基づく身体障害者福祉センターＡ型）
（府施設：昭和61年開設、市長居：昭和49年開設、市舞洲：平成9年開設）

【項目:大阪府立障がい者交流促進センター・大阪市障害者スポーツセンター】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府立障がい者交流促進センター（ファインプラザ大阪） 大阪市障害者スポーツセンター（舞洲・長居）

所管部局名 福祉部障がい福祉室自立支援課 福祉局障害者施策部障害福祉課

現在の経営形態 直営

指定管理

【指定管理者】社会福祉法人　大阪市障害者福祉・スポーツ協会

（指定期間：H24.4.1～H28.3.31）

予算額 167百万円（H23年度予算） 678百万円（H23年度予算）

職員数
常勤7人（うち再任用短時間勤務職員2人）

非常勤10人、委託14人（スポーツ部門）※実人員で計上
正規35人、有期限5人、臨時12人、計52人（H23.6.1現在）

利用料収入 【プール・体育館等】11百万円 【スポセン・宿泊施設等 Ｈ22年度実績】 46百万円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】205,492人 【Ｈ22年度利用者数】649,427人(舞洲281,772人、長居367,655人)

出資比率（上位５位） ― ー

運営費 ― ー

建設費

【国庫】1.04億円　【地方債】18.41億円

【府費】16.61億円　（総額　36.06億円）

※造園工事費等の土木工事費も含む

【地方債】償還残額2.5億円、残償還年数5年

【国庫】 0.43億円　【地方債】  75.35億円　【寄付金】 1億円

【市費】 17.63億円　（総額  94.41億円）

【地方債】償還残額  29.06億円　残償還年数 14年

府市からの補助金等 ― ー

根拠法
大阪府社会福祉施設設置条例

身体障害者福祉法第5条、第28条第1項、第31条

大阪市障害者スポーツセンター条例

身体障害者福祉法第5条、第28条第2項、第31条

法的制約

事
業

規

模

国
庫

等

ー
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分析の視点 主な論点（試案）

○現状

〔事業概要〕
・更生相談、機能回復訓練、スポーツ・レクリエーション、身体障
がい者関係福祉団体に対する援助など障がい者の社会参
加・自立を促すためのサービスを総合的に供与
・主に都道府県、指定都市域で設置
・府施設：健常者利用にも対応（障がい者利用率：６割）
市施設：障がい者専用

〔実施体制〕
府施設：直営
市施設：２施設とも指定管理
〔運営費の推移〕
府施設：157百万円（H22最終予算）〔人件費除く〕
市長居：277百万円（H22決算額）
市舞洲：403百万円（H22決算額）（宿泊施設分を含む）

○利用状況
・利用者は府市施設ともに年々増加傾向
＜H22年度利用者数＞
府施設：205,492人（障がい者は127,900人）
市長居：367,655人（H７比：1.6倍）
市舞洲：281,772人

・利用者は府市施設ともに府域全般にわたっているが、近隣区域
居住者の利用割合が高い傾向

○他施設との比較
・利用者1人当たりコスト
府施設：1,010円〔人件費50百万円と見込む〕
市長居： 754円
市舞洲：1,430円

【取組による期待効果】
・施設の役割分担による施設配置の最適化

○障がい者の自立や社会参加促進の観点から、障がい者ス
ポーツに関して基礎自治体・広域自治体が果たすべき役割・
機能の整理

○上記役割・機能の整理や施設の利用実態を踏まえ、府市施設
の最適な活用・運営方法を検討
・受益と負担の視点に基づいた、利用実態に即した自治体
間での連携や、負担のあり方等
・効率的な施設運営のあり方（府施設の指定管理制度の導入、

運営の一元化等）の追求

（参考：堺市がH24年4月に「健康福祉プラザ」を開設）

作業状況

平成24年3月28日
現在の双方での認識・作業の確認、基礎データの確認等の調整を
実施
平成24年4月13日長居ＳＣ、20日舞洲ＳＣ府市合同視察
今後の検討課題（市ＰＴ案への対応・施設の現状、役割の認識な
ど）などについて現状確認を実施

【項目:大阪府立障がい者交流促進センター・大阪市障害者スポーツセンター】

平均 1,048円
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法人の概要

府・市がそれぞれ行っている中小企業施策の実施主体として、一定の役割分担の下、総合的かつきめ細かな支援を実施

【機構】販路開拓支援（取引振興、商談会等）、国際ビジネス支援、設備貸与、マイドームおおさかの運営 等

【センター】創業支援、経営力強化支援、販路開拓支援（商談会等）、ものづくり支援、新産業創造支援、産業創造館の管理運営（指定

管理） 等

【項目：産業振興機構(マイドームおおさか)・都市型産業振興ｾﾝﾀｰ(産業創造館）】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） （財）大阪産業振興機構（マイドームおおさか） （財）大阪市都市型産業振興センター（大阪産業創造館）

所管部局名 商工労働部商工労働総務課 経済局産業振興部企業支援課

現在の経営形態 法人運営（一部、府が所有）

指定管理

【指定管理者】(財)大阪市都市型産業振興センター

（指定期間：H24.4～H25.3）

予算額
12,093百万円

（うち施設管理937百万円（H23））

1,737百万円

（うち668百万円【指定管理】

＜施設管理（278百万円）＋事業交付金（390百万円）＞（H23））

職員数 常勤57名（嘱託を含む）（H23.7現在） 68人（財団全体の職員数）(H23.7現在)

利用料収入 （マイドーム事業収入）816百万円（H22決算）
大阪産業創造館施設収入（すべて市に納入）　      79百万円（H22決算）

創業・新事業創出・経営革新支援事業受益者負担　24百万円（H22決算）

利用（者）件数 141万人（マイドーム来場者数、H22年度実績） 30万人（大阪産業創造館来館者数、H22年度実績）

出資比率（上位５位）
大阪府0.6％（実質83.5％）、大阪商工会議所0.6％、大阪市0.4％、

東大阪市0.04％、八尾市ほか0.02%等

(財)大阪市都市型産業振興センター74.9%、大阪市12.6%、

関西電力(株)2.5%、大阪商工会議所1.6%、(株)三菱東京UFJ銀行1.5%等

運営費 　― 　―

建設費 　― 　―

府市からの補助金等 府補助金 260百万円（H22年度決算） 市補助金 361百万円（H22年度決算）【H23年度から事業交付金】

根拠法

平成12年3月、中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律に基づく

　　　　　　　中核的支援機関に認定

平成13年1月、中小企業支援法に基づく中小企業支援センターに指定

法的制約

事

業

規

模

国
庫
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―
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分析の視点 主な論点（試案）

（法人・事業）

○平成18年度の府市協議による機能や役割分担の整理（＊）

を受けて、これまで両法人は各々の特徴を活かしつつ、

府市との密接な連携の下で中小企業支援事業を推進

（＊）機構ではH20に中小企業支援センター事業を廃止

○利用者である中小企業の視点に立ち、相乗効果があり、

かつ、より効果的・効率的となる事業連携や実施体制の

あり方

（施設）

○両施設は、基本的に施設目的や内容、規模等が異なり、

いわば相互補完関係（重複は会議室のみ）

○マイドームは機構が所有・運営（一部府有）、産業創造

館は市の施設で、センターが指定管理者として運営を受

託

【取組による期待効果】

（法人・事業）

・これまで蓄積してきた中小企業支援のスキルやネット

ワークの一体的活用による効果的な支援施策の実施

（施設）

・施設運営の一体化などによる利用者サービスの向上

○公益サービスとその担い手についての検証を踏まえ、効果的な
中小企業支援事業の実施に向けて、法人の機能や果たすべき
役割・組織のあり方を検討

○上記の点を踏まえた両施設のあり方検討

○法人を統合する場合の諸課題の整理

作業状況

○府市ワーキンググループ（ＷＧ）

平成24年1月23日 府市所管課による検討会（ＷＧ）を設置

2月14日 事業分析に向けた意見交換

○外部委員ヒアリング

4月12日 マイドームおおさか視察

4月13日 産業創造館視察

府市による現状分析等のヒアリング

4月18日 クリエイション・コア東大阪視察

4月19日 市中小企業支援策、課題整理

4月25日 法人が担うべき機能、当面の作業等

【項目：産業振興機構(マイドームおおさか)・都市型産業振興ｾﾝﾀｰ(産業創造館）】
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施設の概要

男女共同参画をめざす活動とネットワークの拠点
府施設：平成6年開設、市施設（中央館）:平成13年開設

【項目:ドーンセンター・クレオ大阪 】

大阪府

中央館 北部館 西部館 南部館 東部館

【指定管理者】

大阪市男女共同参加推

進事業体（南）

（構成員）

(財)大阪市女性協会

リッジクリエイティブ

(株)

日本ビルサービス(株)

【指定管理者】

（財）大阪労働協会

予算額 【事業委託】72百万円・【指定管理】44百万円 308百万円 65百万円 72百万円 67百万円 67百万円

職員数

【事業委託】(財団プロパー) 4人・(相談員)13人・

　　　　　　(司書(プロパー以外))３人

【指定管理】(常勤)11人・(非常勤)2人

55人

（内、相談員17人）

(Ｈ23.12末現在)

10人

(Ｈ23.12末現在)

11人

(Ｈ23.12末現在)

13人

(Ｈ23.12末現在)

14人

(Ｈ23.12末現在)

利用料収入 【会議室等】110,602千円
施設使用料

:59,967千円

施設使用料

:16,543千円

施設使用料

:25,188千円

施設使用料

:18,457千円

施設使用料

:24,272千円

その他:120千円 その他:36千円 その他:81千円 その他:84千円 その他:79千円

利用（者）件数 【Ｈ22年度利用者数】330,816人 404,194人 97,720人 146,991人 108,937人 198,027人

出資比率（上位５位） ―

運営費 ―

建設費
地方債63.78億円

【地方債】償還残額4,212百万円、残償還年数13年
地方債38.79億円 地方債10.78億円 地方債14.40億円

地方債32.97億円

内、用地20.75億円
地方債12.43億円

府市からの補助金等 ―

根拠法
男女共同参画社会基本法、

大阪府立男女共同参画・青少年センター条例

法的制約

事

業

規

模

大阪市

施設名（団体名） 府立男女共同参画・青少年センター（ドーンセンター）
市立男女共同参画センター（クレオ大阪）

所管部局名 府民文化部　男女参画・府民協働課 市民局市民部　男女共同参画課

現在の経営形態

事業委託・指定管理

【事業委託】（財）大阪府男女共同参画推進財団

（委託期間：H22.4.1～H25.3.31）

【指定管理者】ドーン運営共同体（（財）大阪府男女共同参画推進財団、

（財）大阪府青少年活動財団、NPO法人大阪現代舞台芸術協会、三菱電機

ビルテクノサービス （株））

（指定期間：H23.4.1～H28.3.31）

指定管理

【指定管理者】

大阪市男女共同参画推進事業体

（構成員）

（財）大阪市女性協会

サントリーパブリシティサービス（株）

日本ビルサービス（株）

（指定期間：H22.4.1～Ｈ26.3.31）

―

国

庫

等

―

―

男女共同参画社会基本法、

大阪市立男女共同参画センター条例

―
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分析の視点 主な論点（試案）

○ドーンセンターとクレオ中央の機能比較
・情報ライブラリー機能

収蔵図書数 ドーン 41,742冊（専門図書に特化）
クレオ中央 32,979冊（一般図書を含む）

（北：17,499冊 西：15,721冊 南：15,684冊 東：14,579冊）

・相談機能

電話相談：ドーン 2,257件（1回線×週24Ｈ）
クレオ中央 11,386件（2回線×週58.5Ｈ）
※女性相談は中央館、男性相談(117件）は北館で実施

面接相談：ドーン 1,348件（週32Ｈ）
クレオ中央 1,767件（週58.5Ｈ等）

（北：209件 西：301件 南：101件 東：289件）

※男性相談(154件）は北部館、東部館で実施

・啓発講座（委託事業）
ドーン： 受講者 490人（20講座）
クレオ中央： 受講者 1,205人（45講座）

北：1,015人（52講座） 西：1,097人（49講座）
南： 869人（45講座） 東：2,547人（100講座）

・貸館機能

ドーンセンター：利用目的によって料金割引あり
クレオ中央館：料金割引なし
＜利用料収入＞
ドーン 110,602千円
クレオ 中央 59,967千円
北：16,543千円 西：25,188千円南：18,457千円 東：24,272千円

【取組による期待効果】
・役割分担の明確化による施設配置の全体最適化

○男女共同参画推進における広域・基礎自治体としての役割分
担の整理

・他都市状況を踏まえ、女性をめぐる諸問題の解決や男女共同
参画推進のための事業のあり方を検討

・ユーザー視点に立った事業のあり方論（利便性等）

○上記の役割分担を踏まえ、新たな大都市制度における施設の
あり方を検討

・利用実態、役割に即した施設の必要性、最適配置、施設のより
効果的な活用方法を検討

○現状におけるドーンセンターとクレオ大阪の連携方策の検討

作業状況

平成24年２月24日

現状認識、今後の方向性についてカウンターパート間で意見交
換

平成24年４月13日

同上

【項目:ドーンセンター・クレオ大阪 】
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施設の概要

学校教育法第2条により地方公共団体が設置した学校

【項目：府立高校・市立高校 】

39

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 府立高校 市立高校

所管部局名 教育委員会事務局高等学校課 教育委員会事務局指導部高等学校教育担当

現在の経営形態 直営 直営

予算額 112,606百万円（Ｈ22決算） 16,515百万円（H22決算）

職員数 9,589人（再任用・常勤講師含む） 1,556人（再任用・常勤講師含む）

利用料収入 335百万円（H22決算） 39百万円（H22決算）

利用（者）件数 139校、3,228学級、在籍125,478人 22校、401学級、在籍14,520人

出資比率（上位５位） ― ー

運営費 13,491百万円（Ｈ22決算） 1,564百万円（H22決算）

建設費 744百万円（H22決算）
62百万円【安全・安心な学校づくり交付金】

（H22決算）

府市からの補助金等 ― ー

根拠法

法的制約

事

業

規

模

国
庫
等

―

―



分析の視点 主な論点（試案）

設置者統合に向け、以下の視点から分析

○費用負担

・交付税措置のない教職員の配置状況

・施設の老朽、耐震状況

○教職員の人事に関する取扱

・これまでの運用基準

○教育内容

・府立高校と市立高校の体系

○学校の配置

・今後の生徒数や各学校の志願者数の動向

・各学校の特色や地域特性

・学区撤廃

【取組による期待効果】

・運営の一元化による教育目標等の統一

・府域全体から見た学校の適正配置

・教職員の幅広い人材交流

移管に向けた課題

○市における市立高校のあり方を検討

○学校の適正配置について
・今後の生徒数や各学校の志願者数の動向、特色、地域特性、
学区の撤廃を踏まえ、効率的かつ効果的な配置を検討

○教育内容について
・カリキュラムや学科（専門学科）、コース等の調整

(例) 府立高校には無い商業高校や福祉学科、
大阪市立の工業高校と府立の工科高校、
大阪市立咲くやこの花中学校・高校の取扱い、
大阪市立高校の夜間定時制及び昼夜間単位制

・府市単独事業の扱いについての調整（予算、施設設備等）

○財政面について
・移管に伴う必要財源の確保
・移管時の財産の取扱い

○組織・人員面について
・教職員及び講師の配置条件の調整
・教職員の身分移管や人事異動基準の調整

作業状況

平成24年2月28日 再編に向けた課題の洗い出し・共有

3月 9日 事業分析に活用するデータの共有

3月12日 事業分析に活用するデータの共有

4月12日 論点整理に向けての調整

【項目：府立高校・市立高校 】
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施設の概要

学校教育法第80条により設置した視覚障がい者、聴覚障がい者、知的障がい者、肢体不
自由児又は病弱者を就学させる特別支援学校

【項目：府立支援学校・市立特別支援学校 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 府立支援学校 市立特別支援学校

所管部局名 教育委員会事務局支援教育課 教育委員会事務局指導部特別支援教育担当

現在の経営形態 直営 直営

予算額 32,073百万円（Ｈ22決算） 2,040百万円(H22決算)

職員数 3,462人（再任用フルタイム、常勤講師含む） 1,235人（再任用・常勤講師含む）

利用料収入 ― ー

利用（者）件数 30校、1,401学級、在籍5,661人 9校、462学級、在籍2,002人

出資比率（上位５位） ― ー

運営費 11百万円（Ｈ22決算） 1百万円（H22決算）

建設費 157百万円(H22決算) ー

府市からの補助金等 ― ー

根拠法

法的制約

学校教育法第80条

―

事

業

規

模

国
庫
等
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分析の視点 主な論点(試案)
設置者統合に向け、以下の視点から分析

○費用負担

・交付税措置のない教職員の配置状況

・施設の老朽、耐震状況

○教職員の人事に関する取扱

・これまでの運用基準

○教育内容

・カリキュラムや単独事業の状況

○新校の整備

・将来の児童・生徒数増への対応

【取組による期待効果】

・運営の一元化による教育目標等の統一

・通学区域の柔軟な設定

・専門性のある教職員の幅広い人材交流

移管に向けた課題

○教育内容について
・カリキュラムや学科(専門学科)、コース等の調整
・府市単独事業の扱いについての調整(予算、施設設備等) 

○財政面について
・移管に伴う必要財源の確保策
・移管時の財産の取扱い

○組織・人員面について
・教職員及び講師の配置条件の調整
・教職員の身分移管や人事異動基準等の調整

○その他
・新校整備に関する調整
・通学区域割の取り決め
・義務教育部分（小・中学部）における広域自治体と基礎自治体
の役割分担の整理

作業状況

平成24年1月20日 再編に向けた課題の洗い出し・共有
2月 9日 事業分析に活用するデータの共有
2月28日 事業分析に活用するデータの共有
3月 9日 事業分析に活用するデータの共有
3月12日 事業分析に活用するデータの共有
3月16日 事業分析に活用するデータの共有
4月13日 論点整理に向けての調整
4月26日 論点整理に向けての調整

【項目：府立支援学校・市立特別支援学校 】
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施設の概要

精神保健福祉法第6条に基づく精神保健福祉センター（都道府県・政令指定都市に設置義務）
府施設：平成6年新設、市施設：平成19年移転

【項目：大阪府こころの健康総合センター・大阪市こころの健康センター 】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府こころの健康総合センター 大阪市こころの健康センター

所管部局名 健康医療部地域保健感染症課 健康局健康推進部

現在の経営形態 直営 直営

予算額 73百万円（H23）
歳入3,952百万円　歳出8,410百万円（H23)

ただし精神保健医療主管課業務含む。

職員数 常勤36人、非常勤26人（H23.4現在）
常勤25人　非常勤2人（H24.1.1現在）

ただし精神保健医療主管課業務含む。

利用料収入 【診療料等】108百万円（H22決算）
2百万円(夜間救急のみ)（H22決算）

ただし精神保健医療主管課業務含む。

利用（者）件数 【平成22年度利用者数】27,058人 相談等　14,046件（H22実績)

出資比率（上位５位） ー ー

運営費 【国庫】14百万円（H23）
3,508百万円（H22決算）

ただし精神保健医療主管課業務含む。

建設費 【地方債】償還残額2,212百万円、残償還年数13年

府市からの補助金等 51百万円（H23）
24百万円（H22決算）

ただし精神保健医療主管課業務含む。

根拠法

法的制約

事
業
規
模

国
庫
等

精神保健福祉法第6条により都道府県・政令指定都市に精神保健福祉センターの設置規定がある。

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第6条
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分析の視点 主な論点（試案）

○ 業務概要

○ 業務実績の推移

・精神医療審査会審査件数、精神保健福祉

手帳の発行件数は増加傾向

（精神医療審査会審査件数）

H20：11,665件

H21：12,082件

H22：12,707件

（精神保健福祉手帳承認発行件数）

H20：12,026件 大阪市：15,386件

H21：13,755件 17,351件

H22：14,666件 19,322件

・相談事業等における困難事例の増加

○ 他自治体施設との比較

○ 堺市も含めたセンターの機能等の比較

【取組による期待効果】

・府内での事業連携を図ることで、より効率的、

効果的な事業運営が可能

・精神保健医療業務については、専門性の高い知

識が必要であり、一元化により府域全域で統一

した計画と業務の一層の高度化が可能

○都道府県及び政令指定都市に設置義務が課されている中
での望ましい運営体制の検討
・事業運営の効率性の追求（事業の共同実施の拡充など）
○現行の業務内容の整理
・府市のセンターでは、業務の範囲や機能、機構が異なるこ
とから、精神保健医療施策全体の整理が必要

※府内では、堺市でも共通事業を実施しているほか、すでに一
部事業を共同で実施していることから、堺市も含めた検討が
望ましい

作業状況

平成24年2月16日 カウンターパート間での打合せ

2月24日 〃

今後は、精神保健福祉センター業務のみに着目して二重行政

と捉えるのではなく、精神保健医療施策全般、個々の施策に

着目して効率性を検討する方針

【項目：大阪府こころの健康総合センター・大阪市こころの健康センター 】

大阪府 大阪市

精神保健福祉センター業務

・企画立案、普及啓発、 精

神保健福祉手帳の判定

など

こころの健康総合

センター
こころの健康センター

精神保健医療主管課業務

・措置診察、措置入院の実施
地域保健感染症課
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施設の概要

狂犬病予防法第21条に基づく犬の抑留所（都道府県・保健所設置市に設置義務）
府施設：昭和35年改築、市施設：昭和55年現庁舎完成

【項目：大阪府犬管理指導所・大阪市動物管理センター】

大阪府 大阪市

施設名（団体名） 大阪府犬管理指導所（４分室含む） 大阪市動物管理センター（動物愛護相談室含む）

所管部局名 健康医療部食の安全推進課 健康局健康推進部

現在の経営形態 直営 直営

予算額

53.8百万円

（狂犬病予防関係費　36.4百万円）

（飼い犬の管理強化推進事業費　1.4百万円）

（庁舎等管理費：犬管理指導所運営費　8.9百万円）

狂犬病予防事業費　30.4百万円

（うち動物管理センター運営費7.3百万円）

動物愛護管理事業費　8.5百万円

（うち動物愛護相談室運営費1百万円）

所有者不明ねこ適正管理推進事業費　2.9百万円

職員数 獣医師12人、技術員17人、非常勤5人 33人（内1人兼務）

利用料収入 ― ―

利用（者）件数 ― 動物愛護事業参加者　1,121名

出資比率（上位５位） ― ―

運営費 ― ―

建設費 ― ―

府市からの補助金等 ― ―

根拠法

狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律

※鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、獣医療法に

ついては環境農林水産部動物愛護畜産課所管

狂犬病予防法、動物の愛護及び管理に関する法律、鳥獣の保

護及び狩猟の適正化に関する法律、獣医療法

法的制約

事
業
規

模

国
庫

等

狂犬病予防法（野犬の捕獲、犬の抑留所の設置：都道府県、保健所設置市に義務）

動物の愛護及び管理に関する法律（犬・ねこの引取り、負傷動物の保護収容：都道府県、保健所設置市に義務）
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【項目：大阪府犬管理指導所・大阪市動物管理センター】
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